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イノベーション

エネルギーと水資源の効率利用への取り組み1.

衛生・安全・安心と高齢社会の共助への取り組み2.

サステナビリティ

地球環境の保全と地域社会の発展への貢献3.

労働環境や資源配分に配慮されたサプライチェーンの構築4.

インテグリティ

ビジネスパートナーと協働したお客さま満足の最大化5.

リーダーシップやダイバーシティに溢れた企業文化づくり6.

迅速・透明な情報開示や社会貢献ストーリーの相互理解7.

地球規模の気候変動や水資源問題の重要性を認識し、住宅・ビルでのエネルギー利用のゼロバランス、および水資源の効

率利用に資する製品・サービスのイノベーションを追求します。

1.

世界の衛生問題や安全で安心できる住環境の重要性を認識し、水回りの衛生改善、高齢社会への対応、および共助社会の

構築に資する製品・サービスのイノベーションを追求します。

2.

地球環境や生物多様性を保全し、事業所周辺の地域社会の発展に貢献するために、コミュニティやNGOとの対話と協働に努

めます。

3.

労働環境や人権、資源配分に配慮された、公正・公平なサプライチェーンを築くために、サプライヤーとの対話と協働に努めま

す。

4.

製品・サービスの購入や使用において、お客さまの安全衛生を保護し、満足を最大化するために、ユーザーとのコミュニケー

ションやビジネスパートナーとの協働を推進します。

5.

社会課題の解決において、リーダーシップを発揮し、国籍・性別・人種・年齢・価値観などの多様性を尊重し、ダイバーシティ

がもたらす力を活用する企業文化づくりを推進します。

6.

株主・投資家からの長期的な信頼を獲得し、社会とともに成長し続けるために、迅速で透明性が高い情報開示や、社会貢献

に向けた道筋と役割の相互理解を推進します。

7.
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LIXILグループは、2011年6月にグループ環境方針を策定、12月には環境ビジョンを発行し、地球環境問題に取り組んできました。

2012年4月からはその取り組みをさらに発展させ、「LIXILグループ CSR推進委員会」のもと、社会からの要請や期待に応え、持続

可能な社会の発展に資する活動を推進しています。

2012年7月には、「重点テーマ」「具体的活動」を盛り込んだ「CSR方針」を定めました。2013年7月には、経営会議での合意を経て、

国連グローバル・コンパクト（UNGC）に署名し、責任ある行動でリーダーシップを発揮していくことを表明しました。

国連グローバル・コンパクト（UNGC）の加盟についてはこちら（http://www.lixil-group.co.jp/sustainability/ungc/）

LIXILグループのCSRとは、企業理念「私たちは、優れた製品とサービスを通じて、世界中の人びとの豊かで快適な住生活の未来に

貢献します。」の実現に向けたプロセスそのものです。

住生活産業のグローバルリーダーとなるためには、お客さま本位であるとともに、事業の目的・意義として社会課題の解決に戦略

的に取り込むことが重要だと考えます。LIXILグループは、先進的・革新的な製品やサービスの創出に努めるとともに、環境問題や

人権問題をはじめとした、さまざまな社会からの要請に応える経営を実践し、自社の持続的な成長につなげます。

そのためには、従業員一人ひとりが「LIXIL VALUE（共有価値）」を内在化させ、ステークホルダーとの対話を重ねることによって、企

業としてのインテグリティを担保し、社会からの信頼を得ることが基本であると考えています。LIXILグループの事業は、お客さまや

取引先様はもちろんのこと、株主・投資家、地域社会、従業員などさまざまなステークホルダーとの関係で成り立っています。これら

ステークホルダーの皆さまとの対話・協働を通じ、LIXILグループへの期待や課題を的確に把握することで、絶えず変化する社会か

らの要請に応え続けていきます。

「LIXIL VALUE」はこちら（http://www.lixil.co.jp/corporate/vision/）

2012年4月、代表執行役社長を委員長、執行役を委員とした「LIXILグループ CSR推進委員会」を発足しました。またその下部組織

として、目標管理や施策の企画・立案を行う「CSR推進事務局会議」と、ステークホルダー別の4つの部会を設置し、PDCAマネジメ

ントを実践しています。

2013年2月には、グローバルでの多様な社会課題に対応するために、LIXILのグローバルカンパニーの中にも全社体制と連携した

委員会と部会を編成しました。

CSR推進体制図
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2013年3月期のCSR活動

2013年3月期は、部会体制を確立するとともに具体的な取り組み項目やKPIを策定し、活動を開始しました。

環境部会の主な取り組み

地球環境問題への取り組みは企業として果たすべき責任のひとつであるとともに、人類にとっての命題でもあります。グループ全

体のマネジメントシステムを整備したことで、以前から進めてきたエネルギー使用量削減や環境法令の遵守などの環境負荷低減

が、グループ全体の課題として統合されました。

グループ全体に適用される環境管理規程の制定と展開

エネルギー削減貢献量の向上とエネルギー消費総量の削減

水使用量の目標（前年度比維持）を達成

CO2排出量の目標（1990年度比48％削減）を達成（実績48.3％削減）

地域とのダイアログを３つのモデル拠点で開催

調達部会の主な取り組み

「品質・コスト・納期＋環境への取り組み」を、これまで資材調達先様の評価基準としてきました。2013年3月期からは、サプライ

チェーン全体における労働・人権問題などの社会課題についても把握・改善していく取り組みを開始しました。まず、先進事例に学

びながら、主要取引先様のCSRへの認識を確認し、CSR調達の考え方の浸透を図っています。

CSRの考え方を盛り込んだ「調達方針」を策定し、公開

日本国内における調達分について購入金額上位80％以上の取引先様を対象にアンケート調査を実施。CSR調達の認識を共有

化

顧客部会の主な取り組み

生活者の安全で安心な暮らしを支える製品を扱うメーカーとして、製品安全活動に率先して取り組んでいます。製品安全推進体制

を整え、安全な製品を供給する文化・仕組みづくりとともに、消費者にとって適切な情報を的確に伝え、ご理解いただける活動を推

進しています。また、事故発生時の対応をはじめ企業として製品安全文化を構築しています。

お客さまに安全に安心して末長く商品をお使いいただくための製品安全活動を推進

「製品安全」をテーマにダイアログ（有識者3名）を実施し、活動の方向性・妥当性を確認し、今後の活動に反映

人事部会の主な取り組み

従業員は企業活動を支える要となるステークホルダーです。従業員がいきいきと働ける職場、創造性とエネルギーを発揮できる企

業風土を醸成してくため、ダイバーシティの推進を上位のテーマに掲げました。現状の人員構成や人材活用状況の把握・分析に基

づいて、リーダーの育成とともに特に日本国内における女性活躍の推進に注力しています。

多様な人材の活躍促進

パフォーマンス発揮のためのWLF（ワーク・ライフ・フレキシビリティ）基盤の整備を推進

「CSR活動テーマの目標と2013年3月期の実績」はこちら（P5参照）
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詳細はこちら「環境活動」（P7 参照）

集計対象・範囲はこちら（P8 参照）

活動テーマ：環境マネジメントシステムの改善

取り組み課題 2012年度の目標 2013年度の目標 2015年度の目標

KPI 2012年度の実績

グループ全体への 「環境管

理規程」の展開 *1

100％ ―

（2012年度に実施済）

―

（2012年度に実施済）

対象部門展開率 100％

活動テーマ：環境パフォーマンスの向上（LIXILグループ中期環境目標への取り組み）

取り組み課題 2012年度の目標 2013年度の目標 2015年度の目標

KPI 2012年度の実績

製品の性能向上と普及によ

る日本の民生部門へのエネ

ルギー削減の貢献 *2

エネルギー削減貢献量の算

定方法の確立

省エネ製品の評価手法の統

一

2010年度比2倍（7.46百万

GJ）

エネルギー削減貢献量（製

品の1990年度比エネルギー

削減量×販売数量）

詳細「中期目標」（P8 参

照）

・算出方法の確立

・2010年比1.1倍（4.09百万

GJ）

取り組み課題 2012年度の目標 2013年度の目標 2015年度の目標

KPI 2012年度の実績

調達・製造・販売・廃棄にお

けるエネルギー消費総量の

削減 *1

・エネルギー消費総量の算

出方法の確立

・エネルギー削減の重点課

題の設定

・調達エネルギー削減課題

の達成

・製造・販売エネルギー消費

量を2012年度比1％削減

エネルギー消費総量2010年

度比10％減

エネルギー消費総量 ・算出方法の確立

・重点課題の設定

・2010年度比9.0％減（56.7百

万GJ）
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取り組み課題 2012年度の目標 2013年度の目標 2015年度の目標

KPI 2012年度の実績

日本国内事業所でのCO2排

出量の削減 *2

1990年度比48％減

（CO2排出量：419千t）

1990年度比49％減 1990年度比50％減

CO2排出量 1990年度比48.3％減

（CO2排出量：417千ｔ）

取り組み課題 2012年度の目標 2013年度の目標 2015年度の目標

KPI 2012年度の実績

生産活動での水使用量の削

減 *1

2011年度使用量を維持

（水使用量：15,727千m3）

2012年度比1％減 2012年度比3％減

水使用量 2011年度比3.2％減

（水使用量：15,217千m3）

 *3

詳細はこちら「取引先様とともに」（P3 参照）

　

活動テーマ：労働環境や資源配分に配慮されたサプライチェーンの構築

取り組み課題 2012年度の目標 2013年度の目標 2015年度の目標

KPI 2012年度の実績

調達方針・ガイドラインの共

有化

・日本国内：85％

（社数率：15％）

・海外：35％

（社数率：15％）

・日本国内：85％

（社数率：15％）

・海外：60％

（社数率：15％）

・日本国内：90％

（社数率：20％）

・海外：90％

（社数率：20％）

取引金額率 ・日本国内：85％

（社数率:15％）

・海外：35％

（社数率：15％）

取り組み課題 2012年度の目標 2013年度の目標 2015年度の目標

KPI 2012年度の実績

アンケート調査と活動フォ

ロー

100％ 100％ 100％

評価項目適合率 100％
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 *2

詳細はこちら「お客様のために」（P2 参照）

活動テーマ：製品安全推進体制

取り組み課題 2012年度の目標 2013年度の目標 2015年度の目標

KPI 2012年度の実績

製品安全推進体制の確立、

運用

・品質マネジメントシステム

への組み込み

・規程類作成

・（株）LIXIL内での運用

率：100％

・LIXILグループ推進体制：確

立

LIXILグループでの運用

率：100％

製品安全関係規程の運用率 規程類作成済

活動テーマ：安全な製品開発体制の確立

取り組み課題 2012年度の目標 2013年度の目標 2015年度の目標

KPI 2012年度の実績

・再発防止のための事故情

報の設計への反映

・未然防止のための安全技

術開発の実施

0件/年 0件/年 0件/年

新規重大製品事故発生件数

（製品起因または製品起因

が疑われる事故）

3件/年

活動テーマ：製品安全文化の構築

取り組み課題 2012年度の目標 2013年度の目標 2015年度の目標

KPI 2012年度の実績

製品安全基礎教育の実施 e-ラーニング（2講座）作成 ・実施率30％

・e-ラーニング（1講座）作成

実施率60％

製品安全e-ランニングの実

施率

e-ラーニング作成（2講座）作

成完了

取り組み課題 2012年度の目標 2013年度の目標 2015年度の目標

KPI 2012年度の実績

有識者とのダイアログを通じ

た、製品安全活動、体制の

継続的な見直し

1回/年 1回/年 1回/年

製品安全ダイアログの実施 2013年1月/製品安全ダイア

ログ実施
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活動テーマ：情報発信の強化

取り組み課題 2012年度の目標 2013年度の目標 2015年度の目標

KPI 2012年度の実績

製品安全、事故防止につい

ての情報発信強化

1回/年 2回/年 2回/年

顧客への情報発信数 シャワートイレの事故防止、

安全性確認についてWEB、

冊子などで発信

 *2

詳細はこちら「従業員とともに」（P4 参照）

活動テーマ：多様な人材の活躍促進

取り組み課題 2012年度の目標 2013年度の目標 2015年度の目標

KPI 2012年度の実績

ダイバーシティタレントの発

掘と積極活用

日本の女性管理職数の倍増

（ベンチマーク：2012年3月末

/22名）

・女性管理職の積極登用の

継続

・定期採用におけるダイバー

シティタレントの構成比の向

上

・ダイバーシティタレントの活

躍の場の創出

―

経営層によるPOD（People &

Organization Discussion）で

の人材発掘

・女性管理職数　2013年3月

末/47名（内外国籍/2名）

・女性管理職比率：2.15％

・PODにおけるダイバーシ

ティタレントの選出

取り組み課題 2012年度の目標 2013年度の目標 2015年度の目標

KPI 2012年度の実績

ダイバーシティタレントの育

成

11％ リーダーシップ育成プログラ

ム及びMBA派遣における、

ダイバーシティタレントの構

成比の向上

―

リーダーシップ育成プログラ

ムへの女性参加比率

12％

取り組み課題 2012年度の目標 2013年度の目標 2015年度の目標

KPI 2012年度の実績

ダイバーシティの趣旨浸透・

啓発

・ラウンドテーブル・ミーティン

グの実施

・イントラサイトの開設

・「LIXIL Women’s Network」

の運営

・経営トップによるダイバーシ

ティ・ミーティングの実施

・キャリア視点での活躍促進

策の実施

―

「LIXIL Sunrise Survey(従業

員意識調査)」の結果の向上

・「Diversity宣言」の策定

・社内イントラネット　「LIXIL

Diversity」サイトの開設

・「LIXIL Women’s Network」

の立ち上げ、活動の開始

・「LIXIL Sunrise Survey（従

業員意識調査）」の実施（回

答率91％）
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活動テーマ：パフォーマンス発揮のための基盤整備（WLF：Work Life Flexibility の推進）

取り組み課題 2012年度の目標 2013年度の目標 2015年度の目標

KPI 2012年度の実績

人事諸制度・ルールの整備 労使によるWLF検討委員会

の立ち上げと諸制度の導入

・新たに導入した制度の社内

PRと活用促進

・WLF推進のための課題抽

出と解決

―

・「LIXIL Sunrise Survey(従業

員意識調査)」の結果の向上

・外部機関ランキング

・有給休暇の取得促進：メモ

リアル休暇制度の導入

・退職後再雇用促進：キャリ

アリターン制度の導入

・育児支援：育児休業期間を

3歳まで延長、対象者の始業

時間の繰り下げ、延長保育

への補助支給

・介護支援：休業期間の社会

保険料相当額の補填、積立

年休の適用

 *1

詳細はこちら「地域社会とともに」（P 参照）

活動テーマ：地域社会とのコミュニケーション

取り組み課題 2012年度の目標 2013年度の目標 2015年度の目標

KPI 2012年度の実績

ダイアログの開催 2工場/1営業所/1店舗

（合計4拠点）

工場40拠点、営業8拠点、店

舗2拠点

―

ダイアログ開催拠点数 下妻工場、横浜港北ショー

ルーム、ビバ岩槻店の3拠点

[活動テーマ対象範囲について]

*1…統合3年未満の会社を除く

*2…（株）LIXILのみ

*3…（株）LIXILの調達先様、及び（株）LIXIL連結子会社の調達先様（統合2年未満の会社を除く）
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「良い住まい、良い暮らしにつながる絆を、世界に広げる」を社会的使命に、住生活産

業のグローバルリーダーを目指すLIXILグループ。CSR経営を推進するにあたって社会

から何を求められ、何に挑戦しなければならないのか、3名の有識者をお迎えして、意

見交換を行いました。

LIXILではダントツの「LIXIL　Quality」を実現するために製品安全活動への取り組みを

強化しています。今回は有識者の先生方をお招きし、LIXILの製品安全の取り組みと、

これからの消費者教育についてご意見をいただきました。

LIXILグループでは、さまざまなステークホルダーの皆さまとの対話を重視し、双方向のダイアログを実施しています。これらの対話

を通じて知った社会からの要請や期待に応えることで、持続可能な社会の発展に貢献していきたいと考えています。

LIXILグループのCSR経営全般を推進するために、マネジメント層と関連ステークホルダーの皆さまとのダイアログを開催していま

す。

住生活産業のグローバルリーダーを目指すLIXILグループへの期待・CSRの意義 （2012年6月20日開催）

LIXILグループが取り組むべき課題ごとにダイアログを実施しています。ダイアログはCSR推進委員会の各部会主導のもと、開催し

ています。

製品安全ダイアログ LIXILの取り組みと消費者教育 （2013年1月9日開催）

10



2012年度は地域との対話初年度として、支店・店舗・工場それぞれ1カ所で初めての

ダイアログを実施しました。地域で活躍されるさまざまなステークホルダーにお集まり

いただき、活発な議論を交わしました。

自治体、自治会、地域でご活躍、お住まいのステークホルダーの方々とLIXILグループの工場、ショールーム、店舗における地域交

流、地域貢献などをテーマにダイアログを開催しています。

2012年度開催概要
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水流氏　私は3年くらい前に経産省関連の仕事で「製品劣化」の問題を取り上げまし

た。日本ではものを捨てずに長年使うことが美徳とされている中で、メンテナンスなし

に使い続ける危険性を伝えたんです。結構多くの人から反響があったんですが、御社

では「経年劣化」という概念、現象、危険性などをどう伝えていこうとお考えですか。

LIXIL　住宅に使われている設備に関しては、お客さまは「劣化する」という概念をあま

りお持ちではないんです。しかし特に電気部分に関しては劣化するということがありま

すから、それをどう伝えていくかというところがこれからの我々の取り組みの課題だと

思っています。

松本氏　消費者にどう情報提供していくか……なかなか難しい問題ですね。メーカー

側はホームページに情報を載せました、という自己満足的な段階から次の段階にいか

ないといけないと思います。

LIXIL　その通りですね。ホームページに掲載しただけでは関心のある方にしか見てい

ただけませんからね。

日時 2013年1月9日

場所 株式会社LIXIL ショールーム東京

社外ステーク

ホルダー

松本 恒雄様 一橋大学大学院教授

水流 聡子様 東京大学特任教授

古谷 由紀子様
公益社団法人消費生活アドバイザー・コンサルタント協会常任

顧問

株式会社LIXIL

からの参加者

二瓶 亮 シックスシグマ本部長

山中 潤一 シックスシグマ本部 品質保証統括部長

三好 辰男 シックスシグマ本部 品質保証統括部 品質企画部長

※所属・役職名は、ダイアログ開催当時の名称です。

製品安全活動の課題はお客さまへの情報発信

情報を受け取る消費者の力量を考える

水流氏　企業側が出した情報を受け取る消費者の力量も必要になってきますよね。消費者の中に力量的に難しい人がいた場合
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古谷氏　加えて、情報の内容や出し方などの見直しも大切だと思います。今、企業や

消費者団体からすごい数の消費者教育に関する情報が出ているので、適切な情報を

整理した状態で出さない限り、埋もれてしまって、肝心なことはちっとも届かないという

ことになりかねません。ですから、自分たちが出している情報や出し方が適切なのか

どうかも含めて大きく見直さない限り、効果的な消費者教育はできないかなとは思い

ます。

松本氏　確かに情報の海の中で我々はあっぷあっぷしていますからね。必要最小限

の情報が必要な時にきちんと消費者側で引き出せるような仕組みが必要でしょうね。

例えば、製品番号を入れると必要な情報がバッと出てくるような業界で統一のサイトな

んかがあるといいですよね。

水流氏　それはいい案ですよね。ただ、同じ業界だと、お互いに競合なので、なかなか

難しいかもしれないですが。その中でも“競争の中の協働”という部分があるはずです

から、LIXILさんのようなところがうまく旗振りをしていただき、製品安全に関する情報を

消費者に届ける仕組みをつくっていただければと思います。

LIXIL　大きな事故が起きて、それが業界全体の問題ということで行政的な縛りが出て

くると協働しやすいのですが、通常の状態ですとやはり競争の方が先に立ってしまうと

いうのは確かにありますね。

古谷氏　日本の企業は、全体的に自分たちが責任を持ってやらなくてはという意識が

強いですよね。もちろんそれはそれでいいことなのですが、やっぱりそれだけではとて

も実現できませんので、消費者や行政をうまく巻き込みつつ、一緒になって製品安全

を実現してほしいなと思います。幅広い選択肢の中で、御社だからできる御社ならで

はの取り組みがあると思います。

松本氏　今回の議論は、製品が安全性を欠く場合にどうするかといったような話が中

心でしたが、他方で、高齢者にとって安全な住宅とはどういうものかといった観点でみ

ると、同じ安全といっても違います。後ろ向きの安全だけではなく、前向きの安全につ

いても今後LIXILさんにはどんどん取り組んでいってほしいですし、それによって住み

方についての新しい提案というか、新しい価値の創造といった方向にも進んでいただ

きたいなと思います。

古谷氏　企業側から正しいと思って出した情報が消費者の視点から見たら違うかもし

れない、当然だと思っていたことは当然じゃないかもしれない、という視点は忘れない

でほしいと思います。そのような視点を持ちつつさまざまなステークホルダーとこのよう

な対話をして、よりよい方向性を見つけていただくといいのではないかと思いました。そ

ういう意味でもう少し消費者団体などの第三者をうまく使っていただきたいですね。

に、消費者間でカバーできる仕組みをつくらないといけないと思います。

そういう意味では、この先超高齢化社会になった時に、企業と消費者の間に1人挟むことが必要だと思うんです。高齢者を見る人を

社会的に準備するというような……。

LIXIL　なるほど。消費者教育については、我々が持っている情報をどう消費者に届けるかという視点で考えており、消費者の力量

がどうかというところは、確かに今はまだ考えが至ってないですね。届けたはいいけど分からないと言われてしまうかも。

LIXILに期待すること

水流氏　日本をすべてショールーム化してしまって、日本がなぜこんなに安全・安心なのかというところを海外に見せられたらいい

なと思っているんです。観光の合間にショールームも見てもらうということができればいいですよね。日本は島国ですから余計ショー

ルーム化しやすいというのもありますし。安全を実現している製品とその取り扱いをセットで見てもらい、セットで輸出する体制がで
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きれば。そのためにはやはり業界のトップランナーであるLIXILさんに頑張っていただきたいですね。

LIXIL　ありがとうございました。ご意見を頂戴し、やはりLIXILらしい、LIXILだからできる、トップランナーとしての役割というのが我々

に課された責任なのかなと非常に強く感じました。本日のご意見を参考にこれからの活動を進めていきたいと思います。またいろい

ろとご意見いただくことがあると思います。本日はありがとうございました。

プロフィール紹介

松本 恒雄 Tsuneo Matsumoto

一橋大学大学院　法学研究科教授。

京都大学助手、広島大学助教授、大阪市立大学助教授を経て、1991年一橋大学法学部教授、1999年一橋大学大学院法学

研究科教授。専門は民法・消費者法・コンピュータ法。現在、内閣府消費者委員会委員長のほかに、産業構造審議会割賦販

売分科会長・消費経済部会長、東京都消費生活対策審議会会長、経済産業省ISO/SR国内委員会委員長などを務める。

水流　聡子 Satoko Tsuru

東京大学大学院工学系研究科化学システム工学専攻　特任教授。

1985年広島大学医学部医学科助手、1992年学位取得（広島大学医学部博士）、1996年広島大学医学部保健学科助教授、

2003年東京大学大学院工学系研究科助教授を経て現在に至る。主な研究分野は、医療社会システム工学、構造化知識工

学、品質管理工学、製品安全。消費者にいかに安全情報を伝えるかなど、消費者教育に関する研究に取り組んでいる。

古谷 由紀子　Yukiko Fuyuya

公益社団法人 日本消費生活アドバイザー・コンサルタント協会 常任顧問

1988年経済産業大臣認定消費生活アドバイザー、1998年日本リスクマネジャー＆コンサルタント協会認定シニアリスクコンサ

ルタント取得。2001年公益社団法人 日本消費生活アドバイザー・コンサルタント協会 東日本支部・事業委員長、04～12年理

事を経て現在に至る。経済産業省ISO/SR国内対応委員会委員、内閣府「社会的責任に関する円卓会議」運営委員のほか、

CSRやコンプライアンスの分野を中心に活動。
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下妻工場（2013年3月26日開催）

LIXILグループの工場におけるコミュニティ・ダイアログでは、

LIXIL下妻工場が初めての開催地となり、下妻市で活躍されるさ

まざまなステークホルダーの皆様にお集まりいただきました。環

境や地域社会に向けた下妻工場の取り組みをご紹介し、工場

を見学いただいた後、皆様からご意見・ご要望をいただき、活発

な議論を交わしました。

横浜港北ショールーム（2013年3月13日開催）

オープンから今年で3年目を迎えた横浜港北ショールームにて、

地域に根付いたショールームづくりを目指し、ショールーム（横

浜市都筑区）周辺に住む皆さまをお迎えして意見交換を行いま

した。

日時 2013年3月26日

場所 下妻工場

社外ステークホルダー
市立学校教諭、下妻市役所、下妻市商工会、自治会、地元団

体から12名

株式会社LIXILからの参加者 下妻工場、（株）LIXIL本社　CSR・環境経営推進部から9名

ダイアログテーマ
災害対策、近隣小中学校への学習機会の提供、地域交流に

ついて

日時 2013年3月13日

場所 LIXIL横浜港北ショールーム

社外ステークホルダー 都筑区役所、町内会、商業振興会、地域団体から9名

株式会社LIXILからの参加者 神奈川支社、（株）LIXIL本社CSR・環境経営推進部から8名

ダイアログテーマ 地域の活性化やまちづくりへの貢献、防災への協力について
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スーパービバホーム岩槻店（2013年3月21日開催）

2012年12月に開店したばかりのスーパービバホーム岩槻店に

て、地域のステークホルダーの皆様を招いたダイアログを開催

し、岩槻店と地域の関わり方について様々なテーマで話し合い

を行いました。

日時 2013年3月21日

場所 スーパービバホーム岩槻店

社外ステークホルダー
さいたま市市役所経済局経済部、環境NPO団体、自治会、地

元事業者から15名

株式会社LIXILビバ・株式会社LIXILからの参加者
スーパービバホーム岩槻店、LIXILビバ本社、（株）LIXIL本社　

CSR・環境経営推進部から8名

ダイアログテーマ
廃棄物の回収、地域のクリーン活動、大規模な災害の時の対

応等について
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日時 2013年3月26日

場所 LIXIL下妻工場

社外ステークホ

ルダー

騰波ノ江小学校教諭

千代川中学校教諭

まちづくり下妻女性の会　会長

下妻市更生保護女性の会　副会長

STOP!温暖化エコネットしもつま　会長

下妻市役所 生活環境課 課長、市長公室 室長、消防交通課 課長

下妻市商工会　理事

下妻市商工会　女性部 部長

下妻市商工会　女性部 副部長

大木地区 区長

株式会社LIXIL

からの参加者

若林　隆 下妻工場 工場長

正木　智 下妻工場 総務課 課長

高野　健一 下妻工場 表処課 課長

大矢　功喜 下妻工場 加工課 課長

石浜　治男 下妻工場 技術課

太田　将也 藤花工場 工場長付

水野　治幸 CSR・環境経営推進部 部長

川合　和之 CSR・環境経営推進部

畠山　彩 CSR・環境経営推進部

※所属・役職名は、ダイアログ開催当時の名称です。
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ステークホルダー　800トン以上の備蓄水があると聞いて心強く感じましたが、それを

適切に配布するには相当の人手が必要になってきます。そのほかにも、災害時には

人の手による作業がなければ解決しない状況がさまざま考えられます。貴社には社

員の方々による独自の防災チームがあるとのこと。いざというときには下妻市の消防

団や消防署とも協力しあって消防・救援活動ができるよう、仕組みづくりができるとより

良いのではないでしょうか。

LIXIL下妻工場　工場見学の受け入れは市内の小学校全校でも十分可能ですので、

ぜひご協力させていただきます。具体的に計画を立て、今年度から始められるよう早

急に話し合いを進めさせていただきたいと思います。

災害対策における地域への貢献

ステークホルダー　災害に備えて、市でも避難所の整備、食糧・水の備蓄などを行っていますが、指定された避難所が自宅から遠

いという市民も少なくなく課題になっています。貴社工場でも2000食の非常食や飲料水を備えていると伺い、緊急時には近隣住民

の受け入れなどにご協力いただけると幸いです。工場内にあるグラウンドも拝見しましたが、広々としていて落下物の危険がなく避

難場所として優れていると感じました。今後協定を結ぶなどして、連携して備えていければと思います。

LIXIL下妻工場　行政と民間との間で「非常時に何ができるか」を具体的に話し合っておくことは非常に大切だと思います。大災害

はその後も長期にわたって地域の生活に影響を及ぼすため、行政にリーダーシップを発揮していいただくことは不可欠ですが、私た

ちも社会的責任を果すべくできる限りのバックアップに努めます。下妻工場は独自に防災訓練に取り組んできたことから、消火栓を

使える社員なども多く、これまでにも工場の近隣火災に対応した経験があります。防災協定を結ぶなど、地域との連携をいっそう高

めていくことは当社としても意義が大きいことだと感じています。

近隣小中学校への学習機会の提供

ステークホルダー　下妻市の小学校では3年生の社会科で地元の工業について学習しており、ぜひ児童たちの工場見学の受け入

れにご協力をお願いします。単に教科書などで情報を収集するのではなく、実際に工場を訪れて仕事をしている現場を見るというの

は子どもたちにとって素晴らしい体験です。工業への意識を高めるとともに、将来の職業を考えるうえでも良い刺激となるでしょう。

工場見学はどの小学校でも希望が強く、できれば下妻市内にある10校すべての小学校の見学を受け入れていただければ大変嬉

しく思います。

ステークホルダー　中学校では工場見学の機会は少ないものの、キャリア教育の一環として、生徒たちがいろいろな企業を職場見

学・体験学習で訪ねています。小学校のとき一度工場見学に行ったという経験があれば、生徒の方から「LIXILで働く人にインタ

ビューしてみたい」「LIXILの仕事を体験してみたい」などの声が今後積極的に挙がってくるのではないでしょうか。「総合的な学習の

時間」でもいろいろな職業な方をゲスト講師に迎えていますので、ぜひ貴社からも社員の方を派遣していただければ幸いです。

多面的に地域との交流を深める

ステークホルダー　こちらの下妻工場は、東洋サッシ、トステム、LIXILと変遷してきた40年にわたる歴史の中で、常にこの地域で強

い存在感を示してきました。私たちにとっても馴染み深い工場であり、まず地元を大切にするという意識を大事にしていただけると

嬉しく思います。これだけ規模の大きい工場なので、人材採用の面でも貢献していただけると地域の活性化につながります。

ステークホルダー　昔そちらの工場には大きなクヌギの木があり、カブトムシやクワガタが非常によく採れることで地元の子どもた

ちの間では有名で、長きにわたって多くの小学生が昆虫採集を楽しんできました。この下妻工場では植樹により緑豊かな環境づくり

を進めているとのこと、そうした象徴的な木が1本と地域の子どもたちが自由に出入りできるスペースがあるだけでも、環境を想う貴

社の姿勢はいっそう地域に伝わるのではないでしょうか。同時にそれは、子どもたちが自然に親しむ場となり、貴社と地域とのつな
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LIXIL下妻工場　下妻工場では直近の数年間は採用を行っていませんでしたが、

2013年度より新卒採用を再開することとなりました。採用活動では県内の高校卒業予

定者が中心となる予定であり、雇用面からもできる限り地域貢献を進められればと考

えています。また、地元の方々が大切にしている文化や風土などの価値に、そこで事

業を営む企業も目を向けていくべきという大事なご指摘だと思います。真摯に受け止

めさせていただきます。

工場見学の様子

がりを深めます。
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日時 2013年3月13日

場所 LIXIL横浜港北ショールーム

社外ステークホ

ルダー

センター北商業振興会 会長 他1名

早渕川親水広場愛護会 会長

中川連合町内会 会長

中川中央町内会 会長代行

地域でご活躍の女性 2名

都筑区役所 区政推進課 係長、総務課 係長

株式会社LIXIL

からの参加者

堀内　実 神奈川支社 支社長

斉木　揚 神奈川支社 横浜支店 支店長

山﨑 博志 神奈川支社 ブロック戦略室 室長

新井　彩子 神奈川支社 LIXIL横浜港北ショールーム コーディネーター

皆川　文緒 神奈川支社 LIXIL横浜港北ショールーム コーディネーター

三善　泰生 関東人事総務グループ

水野　治幸 CSR・環境経営推進部 部長

川合　和之 CSR・環境経営推進部

※所属・役職名は、ダイアログ開催当時の名称です。

港北ニュータウンとLIXILへの期待について

・昭和40年頃に港北ニュータウンの構想が持ち上がった当時、この地域は山ばかりの何もない土地でした。区画整理事業により開

発され、都筑区の中心として住民たちが誇れる素晴らしい街が出来上がりましたが、まだまだ完成というわけではありません。より

良いまちづくりのため、貴社にも地域の一員として参画いただき、美化活動や各種の催事・イベントなどに幅広くご協力いただきた

いと思います。

・都筑区は安心・安全で明るくきれいな街です。その中でも水と緑が豊かな早渕川沿いのこの場所に、立派なショールームを構える

企業が来てくれたことを嬉しく思っています。まずは地域に貴社の存在をもっと知ってもらうことが大切です。歴史ある5社の合併に

より生まれた会社のあゆみをしっかりと伝えるとともに、「都筑区でも、この施設のこの部分にLIXIL製品が使われている」など分か

れば、住民の信頼感は増すのではないでしょうか。
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・港北ニュータウンのまちづくりの基本方針に基づく「グリーンマトリックス構想」により、

美しく整備された緑道が多いのが都筑区の魅力です。「センター北」「センター南」駅周

辺は都筑区の中心として活性化が進みにぎわいも増してきましたが、貴社が位置する

中央地区は企業中心のエリアになっています。ここにいかに住民を呼び込み活性化さ

せるかは現在の課題で、貴社にも地域と一緒になってまちづくりに取り組んでいただき

たいと願います。

・南北を結ぶ遊歩道「みなきたウォーク」沿いに位置する貴社だからこそ、周辺散策を

する住民がほっと一息つける場となってほしいと思います。例えばキッズスペースがあ

れば、子育て世代が子どもを遊ばせつつショールームを見学できます。この地域は一

度住むと将来もここで家を持ちたいと考える人が多い中、さまざまな住宅設備を見な

がら理想の暮らしを語り合える場は大いに歓迎されるでしょう。

・都筑区は平成10年以降に転入してきた人が区民全体の7割にのぼる新しい町で、ま

ちづくりへの意識が高い方が多いのが特長です。区の防災担当者としてぜひお願いし

たいのは、横浜市全体で取り組んでいる震災時の帰宅困難者対応へのご協力です。

地震発生時に帰宅困難となった従業員の方はもちろん、自社のお客様や地域の方な

どの受け入れる体制づくりを、今後ご検討いただければ幸いです。

横浜港北ショールームの地域との係わり方について

・駅前開発が進む「センター北」駅と「センター南」駅のちょうど中間地点にあるため、周辺の住民に認識されにくいという課題はある

でしょう。貴社ショールームでは小学生の職場体験を受け入れたり、料理教室を開催されたりしているとのこと。そうした取り組みは

もっと広く告知されるとよいと思います。また、私たち町内会が取り組む防災・美化活動にも積極的に参加していただけることを期待

しています。

・さまざまな地域活動に取り組むグループは多いものの、都筑区にはその拠点となる場所が不足しています。住民たちが気軽に集

まって会合を開いたりできる交流スペースを貴社ショールーム内で提供していただければ、活動機会を増やし、地域を活性化してい

くきっかけになります。また、区民祭りなど多数ある地域イベントにも参加いただき、賑やかなまちづくりをリードする存在になってい

ただきたいと願っています。

・まちづくりにおいて企業とどうコラボレーションを進めるか、私たち振興会もまさに今模索している段階です。しかし、地域イベントや

防災活動などで企業が地域とつながる機会はいくらでもあります。まずは、貴社がこの地域で何を目指すのか、どのようなことに取

り組んでいくかを明確に打ち出すことが重要でしょう。それに対して私たち商業振興会が協力できることも多いのではないかと思い

ます。

防災への協力について

横浜港北ショールームからの回答

・株式会社LIXILがスタートし、この横浜港北ショールームが誕生してから今年3年目を迎えます。LIXILとして初の試みとなる今回の

「コミュニティ・ダイアログ」では、さまざまなご意見をいただき多くのことを勉強させていただきました。これまで地域に根ざした取り組

みが十分ではなかった中、私たちが地域社会からどのような期待を受け、いかに貢献していくべきかを真剣に見つめ直す大きな一

歩となりました。LIXILは今後もこうした対話の場を積極的に持ち、地域の活性化や安心・安全なまちづくりについて、皆さまと一緒

になって考えてまいります。
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LIXILグループでは企業理念「LIXIL CORE」および、グループ共

有の価値観である「LIXIL VALUE」に基づき、お客さまの目線に

立って考えられた商品やサービスの提供、コミュニケーションを

通じて、お客さま満足度の向上を目指しています。

※CS（Customer Satisfaction：お客さま満足、顧客満足）

「LIXIL CORE」と「LIXIL VALUE」はこちら

（http://www.lixil.co.jp/corporate/vision/）

2013年4月から、商品の品質向上とより高いレベルのお客さま

サポートを提供するために、「品質保証統括部」と「お客さまサ

ポート本部」の機能を統合し、「CS本部」を新設しました。顧客

満足の向上のため、CS本部で集約したお客さまの声を「商品」

と「サービス」という2つの観点から関連部署にフィードバックし

ています。
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お客さま相談センターや修理受付センター、総合商品情報支援センターなど、お客さま窓口に寄せられる月間約28万件のデータを

共有データベースに蓄積・情報共有し、関連部署で改善を行い、商品やサービスの向上につなげています。

商品をご利用・ご検討されているお客さまからのご質問やご相談、修理依頼のほか、取引先様からの件数も含め、2012年度は毎

月平均28万件以上のお問い合わせをいただきました。また、お客さま相談センターでは、半期に１度、満足度アンケートを実施し、

お客さまにご満足いただける応対が出来ているかを確認し、日ごろの取り組みの成果を検証しています。
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LIXILは、お客さまの満足を高めていくことを企業活動の重要課題と位置付け、常にお客さまの声（VOC：Voice of customer）に耳を

傾けながら、より良いモノづくり、サービスの構築を進めています。その活動が永続的な活動となる、しくみと風土を根付かせること

を目的として、シックスシグマ を導入・展開しています。

シックスシグマは、まずお客さまの声を聞き改善課題を設定することから始まります。そして、勘や経験に基づいた判断ではなく、数

値分析に基づいた事実によって、業務やサービスにおけるばらつきを抑え、品質改善につなげていきます。その改善活動におい

て、各カンパニーや部門横断型のクロス・ファンクショナル・チームをつくり、課題改善プロジェクトを実施していきます。

シックスシグマを通じて、お客さま目線で業務改善課題を見える化し、製品の品質はもちろん、サービスから日常の業務まですべて

の活動においてイノベーションを実現していきます。
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【商品研修】

窓サッシを使用した商品知識研修の様子

【施工研修】

窓サッシ取付の施工研修の様子

【表彰制度】

定期的に実施している応対コンテストの表彰者

お客さま窓口に寄せられた「お客さまの声」をもとに改善した事例を紹介します。

●お客さまの声

朝から、お客さま相談センターに何回も電話しましたが、なかなか繋がりません。

急いでいる時に繋がらないので、とても困ります。なんとかしてもらえませんか？

●改善した内容

お客さま相談センターの商品別のチーム編成の見直しにより、お問い合わせの件数に応じた人員配置を行いました。

また、相談員の専門性および応対スキル向上を図ることにより、お客さまからの電話が繋がり易くなりました。（2013年2月実施）

お客さまのお困りごとがスムーズに解決できるように、業務知識や商品知識の研修を定期的に行っています。

また、相談員のスキルに応じて表彰を行い、モチベーション向上を図っています。
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ショールームは、お客さまと直接コミュニケーションを取ることができる数少ない接点の1つです。LIXILは、全国98ヶ所（2013年8月

現在）にショールームを構えています。これらのショールームでは、実物の商品をご覧いただける他、広くお客さまにご来場頂ける

新商品提案会「暮らしの提案会」などのイベントも開催しています。

LIXILショールームでは、ショールームスタッフ全員が常にお客さま満足度を高める活動を心がけるため、「LIXILショールーム

VALUE」を実践しています。

LIXILショールームでは、お施主様の他に取引先様や地域住民の方々など、さまざまな方にご来場いただいています。そのため、ご

来場されたお客さまごとにどのような対応が最適かを見極め、来場目的に応じて適切にご案内できるショールームコーディネーター

の育成に取り組んでいます。また、統合により商品の種類が大幅に増えており、どのような商品でもご紹介できる知識を身に付け

る教育を行っています。

2013年度より、教育体系として「ステータス制度」を設け、お客さま満足度向上への取り組みを強化しています。「ステータス制度」

では目指すべきショールームコーディネーターに求められる220項目の要件に基づいた4つのステータス（ブロンズ、シルバー、ゴー

ルド、プラチナ）を設けています。ステータスアップのためのカリキュラムや定期的なステータス測定により、モチベーション、技術、知

識を高めるための制度です。

また、全国13支社にショールームスタッフの教育を担当する、「ショールーム推進担当者」を配備し、店舗でのロールプレイングを中

心とした基礎研修を実施しています。基礎研修は、スタッフを知識や経験に応じて「商品名の把握」「カタログを使った説明」「目的に

応じた商品提案」「商品を通じたソリューション提案」の4つのステップに分けて研修を進め、全商品において「カタログを使った説明

ができる」レベルをスタートに、さらにショールームコーディネーターのレベルアップを目指した研修を継続しています。また、各支社

主催の接客ロールプレイ大会や、成功事例の共有発表会も実施しています。
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ショールームでの接客態度や商品説明の分かりやすさ向上を

目的に、ご来場されたお客さまに「接客アンケート」への記入を

お願いしています。アンケート内容はショールームコーディネー

ターに伝えられ、ショールーム運営にも活かされます。アンケー

トの結果をもとに、商品メリットなどをより分かりやすくお伝えす

るためのトーク研修を2013年度から実施しています。

2012年度接客アンケート結果

全13支社110ショールームで実施：有効回答数：42,608件

また、ショールームコーディネーターの説明が付かないフリーの

お客さまにもご満足いただくため、主にフリーのお客さまの行動

観察を実施し、ショールーム内の商品配置などの改善を図って

います。お客さまのご要望に対して、LIXILでご紹介できる商品

を提案シートとしてまとめた「暮らしの提案シート」の活用や、見

やすくて分かりやすいパネル設置を心がけています。

▲暮らしの提案シート

▲神奈川支店での「ショールームコーディネーター接客ロールプレイング大会」の様子

その他にも、接客アンケートで寄せられたお客さまの声に対してショールームごとに改善策を検討しています。具体的な対策を立

て、「ハッピープロジェクト」と題した各支社内の情報交換の場で、進捗、改善方法を報告・共有しています。また、ショールームごと

に定期的に実施する覆面調査（ミステリーショッパーリサーチ）を通じて、改善策が実際の運営で活かされているか確認していま

す。
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LIXILでは2012年10月より、製品安全推進に特化した組織として品質保証統括部内にCSR品質推進室を新設し、製品安全に関す

る取り組みを強化しました。

LIXILでは、半年ごとに第三者による「製品安全通信簿」を作成しています。「製品安全体制の構築」「安全な製品の供給」「消費者

コミュニケーション」「事故発生時の対応」「製品安全文化の構築」の5つの視点、147項目で評価し、その結果に基づき、自社の活

動目標を設定し活動しています。また、年に一度「製品安全活動報告書」を作成し、社内の共有化を図り、今後社外への公開・発行

を進めていきます。
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LIXILでは、製品の開発から販売後まで、お客さまの安全を確保するため、商品の開発段階から、設計、製造、流通、そして販売後

のサポートまで、さまざまな段階で安全で安心してご購入・お使いいただくための取り組みを行っています。
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LIXILでは、製品安全への取り組みを強化するため、「製品安

全」に関する有識者ダイアログを開催しています。2012年度は、

一橋大学大学院教授の松本氏、東京大学特任教授の水流氏、

公益社団法人消費生活アドバイザー・コンサルタント協会常任

顧問の古谷氏をお招きし、「LIXILの製品安全活動」と「今後の

消費者教育」についてご意見をいただきました。

詳細はこちら（P1 参照）

LIXILでは、製品事故が発生した際には、情報入手から24時間以内に、CS本部リスク管理チームに情報を集約し、関係部署に緊急

連絡を発信、お客さま相談窓口が緊密な連携で現場対応、事故調査等を実施する体制を整備しています。また、「消費生活用製品

安全法に基づく重大製品事故報告・公開制度」に基づき、行政には、事故情報入手から10日以内の報告を行います。2012年度は

新規重大製品事故が3件発生しました。 再発防止のため、事故情報の設計時への反映や、未然防止のための安全技術開発の実

施を進めています。

製品をお使いのお客さまへ重要なお知らせ（http://www.lixil.co.jp/warnings/）
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LIXILグループの事業は、ビジネスパートナーである取引先様に

支えられています。

世界中の取引先様と健全なパートナーシップを築いていくため

に、「公正・公平な取引」「社会規範の順守」「環境への配慮」

「取引先様との共存共栄」を柱とした「調達方針」を定めていま

す。

LIXILグループでは2011年4月の5社統合以降、サプライチェーンマネジメントの枠組み整備を進めてきました。取引先様とともに持

続的に発展していくため、国内外の調達部会を通じて、CSR調達を含めた体制整備を実施しています。取引先様への理解浸透とし

て、当社の「調達方針・ガイドライン」の共有化を図り、ご理解いただいた調達先様へは、次のステップとして「CSR調達アンケート」を

用いた現状把握と改善活動のフォローを行っています。

2012年度は、取引金額で国内85％、海外35％を占める調達先様への「調達方針・ガイドライン」の共有化および、それらの企業の

「CSR調達アンケート」適合率100％を目標とし、達成しました。アンケート項目には、「公正・公平な取引」「社会規範の順守」「環境

への配慮」に関する項目を設け、調査結果で評価の低い取引先様については、改善のための活動フォローを行ってきました。2013

年度は、更なる改善を目的として「CSR調達アンケート」項目を大幅に改訂し、また海外調達先への実施を強化していきます。

CSR調達アンケートについての詳細はこちら（P3 参照）

2012年度進捗状況（LIXILグループ全体）

重点テーマ 取り組み

項目

KPI 2012年度目標 2012年度実績 2013年度目標

国内 海外 国内 海外 国内 海外

労働環境や資源配分に配慮

されたサプライチェーンの構

築

1、調達方針・ガイ

ドラインの共有化

取引金

額率

85％ 35％ 85％ 35％ 85％ 60％

（社数

率）

（15％） （15％） （15％） （15％） （15％） （15％）

2、アンケート調

査と活動フォロー

評価項

目適合

率

100％ 100％ 100％ 100％ 100％ 100％

[ 対象範囲 ]

（株）LIXILおよび統合2年未満のグループ会社を除く、（株）LIXILグループ連結会社の調達先

国内・・・国内事業所での調達

海外・・・海外事業所での調達
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2013年度以降の改善に向けた調達部会重点テーマ（LIXILグループ全体）

1、日本国内での調達

（調達先：日本国内企業、海外企業）

課題の抽出と、取引先様への深化した推進活動

2、海外拠点での調達

（調達先：海外企業、日本国内企業）

中国、韓国、タイ、ベトナムなどのASEAN地域への活動展開

LIXILグループは、取引の機会を公平に開放し、取引先様を広く求めています。選定にあたっては、QCD（Quality：品質、Cost：コス

ト、Delivery：納期）に加え、環境保全や人権、労働安全への取り組みなど、CSR活動の内容などを評価して決定する仕組みを構築

しています。

また、生産拠点のある地域経済へ貢献するため、主要海外拠点において原材料、部品などの現地調達比率の拡大を進めていま

す。

主要海外拠点における2012年度の現地調達比率（金額ベース）

中国 約70%

タイ 約70%

ベトナム 約30%

取引先様（『資材購入先』『業務委託先』様）からのコンプライアンス情報の受付

LIXILグループは、企業活動を通して、広く社会に信頼される有用な企業でありたいと思っています。そのために、LIXILグループのコンプライアン

ス違反に関する情報を提供していただきたく、社外の法律事務所に受付窓口を設けています。

情報提供はこちら（http://www.lixil.co.jp/corporate/csr/client/compliance_info.htm）

2011年度に発生したタイの洪水のため、現地生産子会社トステム・タイ（TOSTEM THAI Co., Ltd.）の工場が約半年間、操業を停止

しました。購買先が限定されていた一部の品目について代替が滞ったり、取引先様にて部品の金型が浸水したことにより、生産再

開に時間を要しました。これを受け、リスク発生時の事業継続マネジメント（BCM：Business Continuity Management）の中核となる

調達体制の強化を実施しています。サプライヤー主体のBCM体制構築を前提に、調達品目によって「複数購買」や重要な製造設備

である「金型の予備保有」といった重点方策を取りまとめました。また、商品開発時にもBCMを考慮に入れたサプライチェーンの構

築を行っています。
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LIXILでは、これまでも取引先様について「取引評価基準」を設け、QCD（Quality：品質、Cost：コスト、Delivery：納期）や技術力、安

定供給能力だけでなく、コンプライアンスや環境への配慮の観点から企業の信頼性などを総合的に評価してきました。

2012年度からは、より具体的な環境保全項目を整備したり、CSR調達を促進する観点から新たにCSRに関する項目を追加し、取引

先様の環境対策や法令順守状況を定期的に確認しています。今後は、グローバルな調達活動に対応するため、取引評価基準に

人権、労働安全等の項目を追加し、サプライチェーンマネジメントを強化していきます。

CSR調達の考え方

調達部会の重点テーマである「労働環境や資源配分に配慮されたサプライチェーンの構築」のためには、取引先様の十分なご理解

とご協力が欠かせないと考えています。調達方針に基づいた「CSR調達アンケート」を用いて、環境保全や人権、労働安全への取

り組み、地域コミュニティへの配慮などに関する調査を行っています。各項目について適正に評価し、調査結果の低い取引先様に

ついては、改善のための推進として支援活動を強化、または取引先様を選定する上での判断材料としています。2013年度はアン

ケート項目に新たに「CSR経営」「人権」「労働」「安全・衛生」「地域貢献」などの項目を追加（全66項目）し、CSR調達に向けたより

具体的な取り組みへつなげる実態把握を進めます。

CSR調達アンケート項目（2012年度）

①公正・公平な取引 5項目

②社会軌範の順守 12項目

③環境への配慮 6項目

合計 23項目

2012年度アンケート表ダウンロード【日本語版】（61KB）（http://www.lixil.co.jp/corporate/csr/client/pdf

/question_2012_j.pdf）
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信頼性の高い商品を提供し、社会へ貢献するためには、取引先様との強固なパートナーシップが欠かせません。LIXILでは、取引

先様と協働して品質の管理向上に努めています。常に安定して品質の高い製品を納入していただける体制を維持・向上するため

に、既存の取引先様に対して、品質維持監査を実施しています。監査では、工程管理や設備管理、検査表の整備、試験などの項

目に関して実施し、是正処置が必要な場合は協働で改善活動に努めています。

また、「品質改善会議」の開催や新規部品事業の立ち上げ支援、海外調達品の品質保証活動の推進などを行っています。2012年

度はこれらの取り組みを通じて、取引先様に起因する不良・不具合件数を前年度比30%減と大幅に減らすことができました。

LIXILの方針をより深く理解していただくことを目的に、主要取引先様向けの方針説明会を開催しています。「第2回 LIXIL取引先様

方針説明会」を2013年6月19日東京都にて開催、購買・物流に関連した取引先様229社397名が参加されました。方針説明会で

は、全体方針や調達方針、品質向上への取り組みなどを説明させていただいたほか、2012年度のコストダウン、品質向上に大きく

貢献いただいた取引先様（購買：2社、物流：2社）への表彰、ならびに感謝状の贈呈を行いました。
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住まいの水回り商品を扱う企業として、海外や日本国内の子どもたちに水の大切さを

伝え、地域の水問題への意識啓発活動を行っています。

ベトナムの活動

水回り商品を多く製造しているベトナムでは衛生設備の整っていない地域も多く、環境への知識も十分ではないことから、現地の行

政や国際NPO「Bridge Asia Japan（以下、BAJ）」、「Seed to Table（以下、STT）」と協働し、子どもたちが自ら考えて行動する水の環

境教育を実施しています。6年目となる2012年度は、ベトナム北部ホアビン省や中部フエ、南部ホーチミンなどで実施した他、現地

の工場で成果発表や工場見学も行い、交流を深めました。

これまでの歩み

活動期間 活動内容

2007年 ‐ BAJ、セーブ・ザ・チルドレンと活動を開始（3ヵ年契約）

4月 オリジナル教育テキストの作成

6～8月 ハノイ北部イエンバイ、フエで環境教育実施

2008年 3月 エコプロダクツ展（ハノイ）にイエンバイやフエの子どもを招待、VINAX見学

6月 イエンバイ、フエで環境教育実施

12月 イエンバイ、フエ、クイニョンで環境教育実施

2009年 6月 イエンバイ、フエ、ホーチミンで環境教育実施

2010年 ‐ BAJ、STTと活動を開始

1月 フエ、クイニョンで環境教育実施。INAX VIETNAM TILE Co.,Ltdの工場見学

7月 ホアビン省ナムソン村、フエ、ホーチミンで環境教育実施

2011年 1月 ホアビン省ナムソン村、フエ、ホーチミンで環境教育実施

7～8月 ホアビン省フーヴィン村、フエ、ホーチミンで環境教育実施、VINAX工場見学

2012年 2月 ホアビン省フーヴィン村、フエで環境教育実施

7月 ホアビン省ディックザオ村、フエで環境教育実施

ホアビン省フーヴィン村住民による活動報告とLIXIL INAX VIETNAM Corporation工場見学

2013年 3月 ホアビン省ディックザオ村、フエで環境教育実施

ホーチミンの子どもたちによる活動報告とLIXIL INAX Saigon Manufacturing Co., Ltd.工場見学

※2007年～2010年度までは、旧株式会社INAXとして活動していました。

「水から学ぶ」（ベトナムでの活動）についてのニュースリリースはこちら（http://newsrelease.lixil.co.jp/news/2013

/110_eco_0430_01.html）
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地域の営業部門の従業員が、小学校へ赴き、合計2時限の授

業を実施しています。オリジナル教材を使い、地球の水循環や

水問題を通じて「水は限りある資源」であることを認識し、自分

たちの暮らしを振り返るきっかけを与える出前授業を実施してい

ます。2010～2012年度の3年間で、延べ27支店が71回の授業

を実施、約3,700名の生徒が参加しました。参加した生徒から

は、自分たちがいかにたくさんの水を無意識に使っているかが

分かったこと、世界の他の国の水事情への驚き、そして、これ

からはもっと水を大切にしていきたい、という素直な感想が多数

寄せられました。講師を務めた従業員は、子どもたちの熱心な

反応や真面目に授業を聞いてくれる姿勢に触れ、やりがいを感

じた者が多く、従業員の成長にもつながりました。

日本国内の活動
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行政やNGO・NPOと協働し、森や里山で間伐・植樹、環境整備

などのボランティア活動を実施しています。現在の活動拠点は

三重県、長野県、茨城県の3カ所で、春と秋の年2回ずつ地域に

根ざした活動を継続して行っています。

2008年から、三重県が進める「企業の森づくり」に賛同し、伊賀

市と森林保全協定を結んで上阿波地区にて活動を開始しまし

た。2014年までに上阿波地区の山林約0.76haの敷地に植樹を

し、約0.5haの敷地に間伐と枝打ちをする計画です。2008年から

2013年4月までに通算10回の活動を実施しました。

2012年度は秋に間伐した木の玉切り、東屋づくり、作業道づく

り、子ども向けのクリスマスリースづくりを実施し139名が参加し

ました。この4月には、間伐、植樹、獣害ネットの設置、子供向

けの木工作を実施しました。

ニュースリリースはこちら（http://newsrelease.lixil.co.jp

/news/2013/110_eco_0424_01.html）

2009年から、長野県の進める｢森林の里親促進事業｣に参加

し、下伊那郡阿智村にて活動を開始しました。2013年までに阿

智村西区の山林約16haで間伐、整理伐を実施し、1200mにわ

たって作業道を整備する計画です。2009年から2013年6月まで

に通算9回の活動を実施しました。

2012年度は春と秋に製材体験や作業道の整備、チェーンソーを

使っての間伐作業を行い、延べ97名が参加しました。参加した

子どもたちには、間伐材を利用した木工作体験などを用意し、

自然と触れ合いながら森の大切さを学ぶきっかけとなりました。

ニュースリリースはこちら（http://newsrelease.lixil.co.jp

/news/2013/110_eco_0606_01.html）

三重県での活動

長野県での活動
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2009年から、認定NPO法人｢宍塚の自然と歴史の会」と協働し、

茨城県土浦市宍塚にある里山の保全を開始しました。里山の

自然観察や、谷戸といわれる湿地の水源や水路の整備、在来

種にとって有害な外来種の撤去などを行っています。2009年か

ら2013年7月末までに通算9回の活動を実施しました。

2012年は春と秋に延べ120名が参加し、在来種の保護のため、

外来種のセイタカアワダチソウやアカメヤナギ、キショウブを抜く

作業を行いました。大量に繁殖していた外来種が作業の終盤に

は見つからないほどになり、これまでの活動の成果が感じられ

ました。

ニュースリリースはこちら（http://newsrelease.lixil.co.jp

/news/2013/110_eco_0725_01.html）

茨城県での活動

2011年度以降の参加人数

拠点 開催日 参加人数（名） 合計（名）

地域や自治体の方々 従業員 従業員の家族

三重県 2011年10月29日 23 93 35 151

2012年11月3日 28 92 19 139

2013年4月20日 47 60 17 124

長野県 2011年6月11日 35 28 12 75

2011年11月3日 13 23 17 53

2012年6月2日 9 29 15 53

2012年11月3日 5 22 17 44

2013年6月1日 10 34 10 54

茨城県 2011年6月18日 13 66 7 86

2011年11月5日 10 58 7 75

2012年7月7日 7 53 3 63

2012年11月10日 12 45 0 57

2013年7月20日 13 45 5 63

合計（延べ） 225 648 164 1,034
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2009年から、従業員や家族、近隣住民・団体、自治体が交流し

ながら、工場敷地内での植樹活動を実施しています。近隣の神

社などにある鎮守の杜で潜在自然植生の事前調査を行い、風

土にあった杜づくりを目指しています。これまでで植樹本数

19,471本、樹種およそ50種、植樹面積5,620㎡、参加人数は

2,503名となりました。

「工場の杜　久居工場」についてのニュースリリースはこちら

（http://newsrelease.lixil.co.jp/news/2011

/110_eco_0916_01.html）

「工場の杜　知多事業所」についてのニュースリリースはこ

ちら（http://newsrelease.lixil.co.jp/news/2011

/110_eco_1108_01.html）

▲久居工場での活動の様子

LIXILの工場やショールームなどで、自治体、自治会、地域でご活躍、お住まいのステークホルダーの方々と地域交流、地域貢献な

どをテーマにダイアログを開催しています。2012年度は、下妻工場、横浜港北ショールーム、スーパービバホーム岩槻店の3拠点で

開催しました。2013年度はさらに拠点数を増やし、事業所と地域のつながりを深める活動を広げていく予定です。

開催概要などの詳細はこちら（P 参照）

これまでの活動

事業所名 開催日 植樹本数 樹種 植樹面積 参加人数

下妻工場 2009年10月3日 6,000本 42種 2,000㎡ 460名

前橋工場 2010年6月19日 5,000本 45種 1,100㎡ 530名

知多事業所 2010年6月12日 1,500本 31種 500㎡ 377名

2011年10月29日 240本 10種 240㎡ 145名

久居工場 2011年9月10日 6,731本 48種 1,780㎡ 991名

合計  19,471本 - 5,620㎡ 2,503名
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千葉県にある野田事業所と七光台事業所では、田んぼでの米

作りを通して、多様な生き物の大切さを学ぶ「野田んぼ いきも

の教室」を、千葉県野田市の水田型市民農園（野田市江川地

区）で6月～9月の間、全6回にわたって開催しています。第1回

目となる2013年4月28日は、田植えを行い、従業員や家族な

ど、総勢37名が参加しました。

野田市は、国の特別天然記念物「コウノトリ」の野生復帰を目指

して、2012年12月に多摩動物公園からコウノトリのつがいを無

償で譲り受け、野田市内の施設で飼育を開始しました。今後、

数年かけて、このつがいから生まれたヒナに餌の取り方などを

訓練して、自然への放鳥を目指します。

今回の活動は、こうした野田市の取り組みに賛同した両事業所

が、イトミミズ、カエル、ヘビ、ドジョウやナマズといった食物連鎖

の上位にあるコウノトリが暮らしていくために必要な多様な生物

の棲み家となる減農薬の田んぼでの米作りを通して、多様な生

き物が育つ環境を守る大切さを学ぶことを目的としています。

[ 2013年度スケジュール ]

6月16日 草取り1回目

（減農薬栽培のため旺盛に繁殖する雑草と格

闘）

7月21日 自然観察会

7月27日 草取り2回目およびホタル観察会

9月1日 稲刈り

9月29日 収穫祭

スポーツを通じた地域への貢献を目的に、2013年2月24日に三

重県名張市で開催された「第27回青蓮寺湖駅伝」に協賛しまし

た。当日は、市内外から計81チームが参加。毎年この大会を楽

しみにしている方も多く、名張近郊のジョギングやマラソンサー

クル、高校の陸上部などがエントリーし、控え選手も含めて約

700名が集まりました。

社会貢献支出（寄付）額　2012年度

カテゴリー割合 金額 割合

慈善寄付 48,313,981円 85%

コミュニティ投資 8,516,530円 15%

商業イニシアチブ 0円 0%

合計 56,830,511円

国内外で地域活動を行っている地方自治体や各種協会、地域団体、教育機関などに、寄付を行っています。寄付金はコミュニティ

の活性化や地域の防犯・安全性維持、障害者・高齢者支援のための活動に活用されています。

「野田んぼ　いきもの教室」を開催

「第27回青蓮寺湖駅伝競走大会」に協賛
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スポーツを通じた地域への貢献を目的に「アイアンマン70.3 セン

トレア知多・常滑ジャパン」に毎年メインスポンサーとして協賛し

ています。2013年度は、選手や運営・応援のボランティアとして

180名の従業員が参加しました。

「アイアンマン70.3」のオフィシャルサイトはこちら

（http://ironman703.jp/）

ニュースリリースはこちら（http://newsrelease.lixil.co.jp

/news/2013/070_company_0516_01.html）

支援活動の一つとして、全国経済同友会の協力のもと全国334

社の法人（2013年6月現在）が協力して展開する「IPPO IPPO

NIPPONプロジェクト」に2011年から協賛しています。このプロ

ジェクトは、専門高校への実習機材の寄贈などを通じて、被災

地の子どもたちを応援するもので、被災地の状況を踏まえて人

づくりと産業活性化に向けたきめ細かな活動を行なっています。

「IPPO IPPO NIPPONプロジェクト」

（http://www.doyukai.or.jp/ippo/）

▲専門学校へ寄贈した教材での実習風景

トライアスロン国際大会の協賛

LIXILグループは、昨年の東日本大震災以降、東北の一日も早い復興を目指し、「みんなの家」伊東豊雄氏プロジェクトへの製品寄

贈や「IPPO IPPO NIPPONプロジェクト」などの活動支援プログラムや、東北6大祭りが一堂に会し復興を記念する『東北六魂祭』へ

の連続協賛、従業員参加型の復興支援活動、LIXILの製品やサービスを通じた活動といったさまざまなかたちで活動を行なってい

ます。

「みんなの家」伊東豊雄氏プロジェクト（http://www.biz-lixil.com/news/article/goodliving/web/1212/minnano_ie/）

「東北六魂祭」のニュースリリースはこちら（http://newsrelease.lixil.co.jp/news/2013/070_company_0510_01.html）

IPPO IPPO NIPPONプロジェクト
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東日本大震災から2年が経った2013年3月11日に、LIXILショー

ルーム高松にて、有志によるチャリティ演奏会を開催しました。

当日は、子どもからお年寄りまで幅広い年齢層のお客さまが参

加し、音楽を通じて震災復興を願いました。当日集まった募金

は48,818円で、全額日本赤十字社へ寄付しました。

震災復興チャリティコンサート開催
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LIXILグループでは、従業員の採用や雇用にあたっては「人権

の尊重」に留意し、公正な選考と、属性に拘らない多様な人材

の雇用、および、多様な人材が活躍できる労働基盤整備に努

めています。

採用においては、「LIXIL VALUE（共有価値）」で定める価値観を

共有し、自らの行動でそれを示すことができる人材、特に「目標

達成への熱意のある人」「あくなき向上心を持ち、挑戦し続けら

れる人」「オープンで率直なコミュニケーションができる人」「お客

さまの目線で物事が考えられ、誠実で公正な行動が取れる人」

を求める人物像として採用活動を行っています。

また、事業のグローバル競争力を高めるための外部人材の採

用、グローバル・オペレーション遂行のための海外現地法人に

在籍する人材の活用、ダイバーシティ（多様性）促進のための

外国人や女性といったダイバーシティタレントの採用や活用も

積極的に推進しています。

「LIXIL VALUE」はこちら（http://www.lixil.co.jp/corporate

/vision/）

国内・海外別、性別従業員構成比

※国内事業所、海外事業所に従事する人員数

LIXILグループでは、「住生活産業におけるグローバルリーダーになる」という経営VISIONを達成するために、グローバル競争に勝

ち抜くことができる企業文化づくりと、従業員の活力を増大させる人事基盤が必要だと考えています。

このため、LIXILグループが追い求める企業文化を、「実力主義の徹底」、「多様性の尊重」、「公平な機会の提供」 と定義し、人材

の面で競争優位性を確立するために、各種の人事基盤や運用面の整備を進めています。
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雇用形態別、性別　従業員構成

 性別 LIXILグループ合計 構成比

 内（株）LIXIL

国内従業員 正社員*1 男性 16,526 12,554 34.8％

女性 4,882 3,833 10.3％

小計 21,408 16,387 45.0％

非正社員*2 男性 2,512 798 5.3％

女性 7,442 2,274 15.7％

小計 9,954 3,072 20.9％

国内合計 31,362 19,459 66.0％

海外従業員 男性 11,479 24.1％

女性 4,700 9.9％

合計 16,179 34.0％

全従業員 男性 30,517 64.2％

女性 17,024 35.8％

合計 47,541 100.0％

*1 正社員：期間の定めの無い労働契約に基づき雇用している社員

*2 非正社員：期間の定めの有る労働契約に基づき雇用している社員

従業員の増減について

採用人数（名）

 2011年度 2012年度

国内

（　）内 新卒採用数*

海外 国内

（　）内 新卒採用数*

海外

 内（株）LIXIL  内（株）LIXIL

正社員 492 （319） 186 （167） 3,591 452（325） 237（207） 3,578

非正社員 2,714 383 2,517 758

小計 3,206 569 2,969 995

合計 6,797 6,547

*大学・高校などを3月に卒業し、4月に入社した社員数

離職人数（名）

 2011年度 2012年度

国内 海外 国内 海外

 内（株）LIXIL  内（株）LIXIL

正社員 1,148 848 3,421 2,024 1,611 3,716

非正社員 658 － 2,393 521

小計 1,806 848 4,417 2,132

合計 5,227 8,133

※2011年度の(株)LIXIL非正社員の離職人数については集計していません。

49



LIXILグループ従業員に関するデータ（アニュアルレポート　CSR関連　非財務データ　抜粋）（163KB）（http://www.lixil.co.jp

/corporate/csr/employee/pdf/employee_data.pdf）

（国籍別従業員数、管理職者数とその構成、平均年齢、平均勤続年数など）

集計対象・範囲

報告対象組織は、（株）LIXILグループ及び、（株）LIXILグループの子会社9社*1と、（株）LIXILの主要子会社（国内8社*2　海外26社・グルー

プ*3）、計44社・グループです。

対象従業員は、上記各組織に直接雇用されている従業員47,541名（内正社員37,587名）です（役員を除く）。今後、さらに報告対象組織の範囲を

拡大していく予定です。

*1　（株）LIXIL、（株）LIXILビバ、（株）川島織物セルコン、（株）LIXIL住宅研究所、ハイビック（株）、（株）日本住宅保証検査機構、（株）LIXILリアル

ティ、（株）クラシス、LIXILグループファイナンス（株）

*2　（株）LIXILトータルサービス、旭トステム外装（株）、（株）LIXIL鈴木シャッター、ジャパンホームシールド（株）、（株）LIXILオンライン、LIXILエナ

ジー（株）、（株）LIXILリニューアル、（株）LIXILインフォメーションシステムズ

*3　A-S (China) Co., Ltd.をはじめとするAmerican Standard Asia Pacific、および、TOSTEM THAI Co., Ltd.、LIXIL INAX VIETNAM Corporationな

ど9カ国・地域。The Permasteelisa Group（ペルマスティリーザグループ）を除く。

集計方法・集計期間について

グループ会社間での出向者の重複を避けるため、各会社の原籍ベースで集計しています。

制度利用者数などは、4月1日～翌年3月31日の年度内の利用状況で集計しています。

人数、年齢などは、国内は2013年3月31日時点、海外は5月31日時点のデータで集計しています。

一部、国・地域ごとの特性などにより、報告範囲が異なる項目は、都度明記しています。
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LIXILグループでは、従業員が問題意識を持って意見をオープンに発言できること、そして自らが常に変化し挑戦し続けることが重

要であると考え、社内コミュニケーションを積極的に行っています。

2012年12月、LIXILの他、グループ事業会社・子会社16社の全従業員を対象に意識調査「LIXIL Sunrise Survey」を実施しました。

LIXILとして統合後初めてとなる調査で、経営戦略の浸透度や従業員満足度などを図ることを目的とした計60問の設問で、21,566名

（対象者数23,592名、回答率91.4％）から回答を得ました。この調査の目的は、「経営トップビジョンの浸透度合い」、「LIXILの目指

す企業文化（多様性の尊重、公平な機会の提供、実力主義の徹底）の浸透度合い」、「LIXIL VALUE（共有価値）の実践度合い」、

「エンゲージメント（従業員と会社のつながり）の状況」を確認し、今後の人事施策や制度の参考とするものです。

回答結果としては、「目標達成への熱意」や「誠実で公正な行動」等の「LIXIL VALUE」に関する項目が相対的に高い結果となりまし

た。一方で、「人材育成・教育の機会」や「仕事と家庭の両立・有給休暇の取得」等の項目が相対的に低い結果となりました。これら

結果が低い項目については人事部門の課題として位置づけ、より良い企業風土づくりへの社内制度改革が開始しています。人材

育成・教育の推進については、各年代の次世代リーダーの早期発掘・育成を目的としたリーダーシップ・トレーニングを実施してい

ます。また、有給休暇取得の促進については、ゆとり休暇制度（年3日）の推進やメモリアル休暇制度（年2日）を導入するなど、積

極的な制度改革も開始されており､従業員の声が経営に生かされる仕組みのひとつとなっています。

回答結果は、項目毎に全社平均値と各部門の平均値が比較できる一覧表にまとめ、対象全従業員にフィードバックし、部署毎に自

部門の結果や課題に対しディスカッションを重ね、アクション・プランにつなげています。

「LIXIL VALUE」はこちら（http://www.lixil.co.jp/corporate/vision/）

経営トップとの交流を通して、LIXILとしての一体感を醸成することを目的に2013年2月から4月までの間、全国8会場において、社長

をはじめとする経営トップと従業員が参加する「One LIXIL Look’n Talk in LIXPO2013※」が開催され、2,641名の従業員が参加しま

した。このイベントでは、従業員がLIXILの新商品を見て、触れて、体験するルックセッションの後、社長をはじめ各カンパニー社長ら

がパネラーとして登壇し、従業員からのさまざまな質問に自身の体験談を織り交ぜながら回答、普段は見えない経営トップの人柄

についても垣間見えるトークセッションを行いました。会場を訪れることができなった従業員のため、開催の様子は、イントラネットで

社内配信され、組織や階層の垣根を越えたイベントとして社内の活性化、オープンな組織に向けた啓発につなげています。

※ お客さま向けの新商品発表会「LIXPO（リクシポ）2013」の後に実施しました。
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▲社内報「りんく」 ▲メルマガ「LIXIL MONTHLY」

エリア 日程 開催場所 参加者数

北海道 2月5日（火） 札幌コンベンションセンター 322名

四国 2月27日（水） サンメッセ香川 203名

九州 3月6日（水） 福岡国際センター 172名

中国 3月13日（水） ふくやまビッグローズ 246名

東北 3月20日（祝水） 夢メッセみやぎ 231名

東京 3月30日（土） 東京ビッグサイト 489名

中部 4月5日（金） ポートメッセなごや 519名

関西 4月10日（水） インテックス大阪 459名

従業員自身がLIXILグループを知る機会として、グループ内で行われている活動やニュース、トピックスをメルマガや冊子で社内配

信しています。メルマガについては、毎日配信する「LIXIL TODAY」と毎月発行する「LIXIL MONTHLY」があります。「LIXIL TODAY」

では、ショールームの開設や工場の起工式の様子など、他の職場や事業の様子をタイムリーに伝え、「LIXIL MONTHLY」では、

LIXILのブランドや文化、組織体制などを理解するための情報を発信しています。また、社内報（「りんく」）は季刊で冊子版として発

行しています。工場生産ラインなど普段イントラネットを見る機会の少ない従業員にもグループの動向や社長メッセージを届けてい

ます。社内報は持ち帰り、家族にLIXILの活動や職場の様子を伝えるツールとしての活用も呼びかけています。

2013年度は社内ブランド浸透のほか、東北エリアの工場や事業所の復興の様子を4月号で特集しました。このほか、当グループが

実施している東日本大震災の復興支援やダイバーシティ推進のための専用イントラサイトを立ち上げ、有志で進める 「LIXIL

Women’s Network」の活動を紹介するなど社内の情報共有を図っています。

また、2012年に引き続き、代表執行役社長が国内外でラウンドテーブルを開催し、従業員の率直な提言や意見を受け止めていま

す。視察やイベントで工場や支社・営業所を訪れる際には従業員とのミーティングの機会を積極的に設けています。2011年度は10

回、2012年度は合計27回開催しました。
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1. 多様性の尊重  （Respect Diversity）

性別、年齢、人種、国籍、価値観、バックグラウンドの違いを歓迎し、

自由闊達な議論から生み出されるエネルギー、創造性を強さの源泉とします。

2. 公平な機会の提供  （Equal Opportunity）

属性の違いにかかわらず自発的・積極的に取り組もうとする人に

活躍の機会・場を公平に提供します。

3. 実力主義の徹底  （Meritocracy）

LIXIL VALUEの実践とパフォーマンスの発揮を正当に評価します。

LIXILグループは、「LIXIL Diversity宣言」を行い、全従業員にダイバーシティの推進を約束しました。真のグローバル化に向けて企

業力を高めていくためには創造性とエネルギーを持った企業文化づくりが不可欠です。LIXILグループでは、「多様性の尊重」、「公

平な機会の提供」、「実力主義の徹底」を実現するために、グループ全体でダイバーシティを推進していきます。

LIXILの企業文化は、多様性が生み出すエネルギー、創造性を経営に活かし、公正で公平な環境の中で､誰もが現状に満足せず、

自らが課す高いハードルを次々に越えきちんと結果を出し、それが正当に評価される会社を目指すことです。

この企業文化達成のため、まずDiversity宣言を行い、次のような行動を実施します。

人事施策

管理職登用者の女性を含むダイバーシティタレント構成比を高めます。

新卒入社の女性を含むダイバーシティタレント構成比を高めます。

女性を含むダイバーシティに富んだチームやタスクフォースを設け、活躍の場を創出します。

1.

人材育成

リーダーシップ育成プログラムの参加者について、女性を含むダイバーシティタレント構成比を高めます。

2.

環境整備

WLF※（ワーク・ライフ・フレキシビリティ）の推進や女性を含むダイバーシティタレントの活躍を推進する制度を新設します。

3.

風土醸成

「LIXIL Women’s Network」を立ち上げ、ダイバーシティタレントの活躍を推進します。

社長以下トップリーダーによる「ダイバーシティ・ミーティング」を開催します。

4.

※WLF：変化するライフステージのなかで､高いパフォーマンスを発揮し続けられるように「柔軟な働き方」の実現を目指すもの
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LIXILでは、ダイバーシティの推進において女性従業員の活躍は不可欠なものであると考えています。女性の活躍をさらに推進する

ために、人事総務本部にダイバーシティ推進グループを設置しています。LIXILにおける女性管理職者数は2011年度は22名でした

が、2012年度には47名とするなど、女性の活躍を積極的に推進しています。

女性管理職者数と構成比

 2012年度

国内 海外 合計

内（株）LIXIL

女性管理職者数 77名 47名 165名 242名

総管理職者数 2.847名 2.189名 561名 3,408名

構成比 2.7％ 2.1％ 29.4％ 7.1％

※管理職の定義は、国内においては、資格制度上の管理職。海外においては、課長職以上の役職者を対象としています。

LIXILでは、仕事と家庭の両立支援策として、従業員が変化するライフステージの中で、高いパフォーマンスを発揮し続けられるよう

「柔軟な働き方」の実現を目指しています。2012年9月にLIXIL労働組合メンバーを含めた専門委員会「WLF（ワーク・ライフ・フレキシ

ビリティ）検討委員会」を立ちあげ、労使一体となった議論を重ねた結果、2013年4月から以下の新制度を導入しました。

仕事と家庭の両立支援に関する全施策についてはこちら（P5 参照）

ねらい 制度改定内容

有給休暇の取得促進 「メモリアル休暇」の導入

「ゆとり休暇」の取得促進

出産・育児・介護による退職者の再雇用 「キャリアリターン制度」の導入

育児支援 育児休業期間を最大1歳半から最大3歳まで延長

「繰り下げ勤務（始業・就業時間の変更）」の導入

延長保育料補助の試験導入（1年間）

介護支援 休業中の社会保険料相当額の補助

積立年休（有給休暇の失効分）を利用し

賞与計算時の欠勤に充当

※（株）LIXIL及び一部事業会社・子会社で運用
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LIXILでは障がいのある従業員が233名勤務しており、ポイント換算雇用率*は1.90％となっています。また、雇用機会創出という視

点も含め、誰もが活き活きと働くことができる職場環境づくりに取り組んでおり、研究開発や生産、各種事務業務など幅広い現場で

障がいの特性に合わせた働き方を推進しています。

なお、2013年度には活躍の場を拡大し、さらに障がい者の雇用を推進していきます。

障がい者雇用者数と雇用率　日本のみ

 2011年度 2012年度

国内 国内

内（株）LIXIL 内（株）LIXIL

雇用者数 433名 229名 450名 233名

障がい者雇用率（ポイント換算）* 1.78％ 1.89％ 1.83％ 1.90％

*厚生労働省が定める「障害者雇用率制度」に基づく雇用率

LIXILでは、定年後再雇用制度を運用しています。満60歳を迎えた従業員が、豊富な経験やスキル・技能を活かして働き続けられる

ように、また技術を後進に伝えていくために、希望する従業員の再雇用を進めています。

定年後再雇用率

 2011年度 2012年度

国内 海外 合計 国内 海外 合計

内

（株）LIXIL

内

（株）LIXIL

定年退職者数 264名 206名 46名 310名 212名 178名 41名 253名

再雇用者数 136名 97名 1名 137名 130名 103名 3名 133名

再雇用率 51.5％ 47.1％ 2.2％ 44.2％ 61.3％ 57.9％ 7.3％ 52.6％
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2011年4月のLIXIL統合後、生産部門はこれまで金属・建材カン

パニーと住設・建材カンパニーに分かれていましたが、2013年4

月よりLIXILプロダクツカンパニーとして再編成しました。これま

でカンパニーごとに異なる「労働安全衛生マネジメントシステム

（OSHMSやOHSASをベースとした独自のシステム）」を構築して

いましたが、2013年10月1日の統合に向け、社内整備を進めて

います。また、日本国内において7統括工場ごとに「実践研究

会」を月2回開催し、実際に生産現場で確認・点検をしながら、

機械・設備の危険要因を徹底的に排除するための情報共有と

横展開を図っています。

万が一、事故が発生した場合は、各工場に所属する安全管理

責任者を中心に原因の把握や適切な対応が取られるとともに、

それらの情報は2営業日以内に全工場で共有します。共有され

た情報をもとに、各工場にて類似災害・事故の危険性がないか

チェックされ、全工場で再発防止に取り組んでいます。

作業内容別災害構成比：（株）LIXIL 国内生産部門

*チョコ停：故障ではないが、一時的なトラブルのために設備が停止、また

は空転（生産なしで空運転）する現象で簡単な処理により原状復帰するも

の。

LIXILグループでは、「グループ企業行動憲章」の中に「働くすべての人の安全を優先し、労働災害のない働きやすい職場を実現す

るとともに、心とからだの健康づくりを推進します。」と明記し、従業員の安全と健康を守る取り組みを実施しています。

LIXILグループでは、労働安全衛生マネジメントシステムを導入し、労働災害発生防止に向けた、積極的な取り組みを実施していま

す。また、事業所ごとに「安全衛生委員会」を設置して、労働安全衛生における課題の共有と、改善策について協議し、PDCAサイ

クルに基づくマネジメントを実施しています。

労働災害度数率：日本国内事業所

 2011年度 2012年度

国内 国内

内（株）LIXIL 内（株）LIXIL

労働災害による死傷者数 89名 17名 85名 15名

労働災害度数率 1.30 0.49 1.04 0.35

集計範囲：（株）LIXILと子会社4社・グループ事業会社7社

※（株）LIXILについては直接雇用以外も含む
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（例）安全衛生管理体制図

LIXILでは、LIXIL健康保険組合と連携しながら従業員の健康づくりを積極的に支援しています。健康保持・増進活動の基本的な考

え方として、以下について健康保険組合と共有し、取り組みを行っています。

一人ひとりの健康意識を高め、自己健康管理意識を高揚させる

多くの人に疾病予防及び健康増進の機会を提供する

一人ひとりの健康に配慮した快適職場環境を整備する

具体的な取り組みとしては、全従業員を対象とした定期健康診断を毎年実施、その結果から「糖尿病」や「高血圧症」などを発症す

る危険性の高い従業員に対し、人事部門と健康保険組合が協働して医療機関受診勧奨を積極的に行うなどの重症化予防活動を

展開しています。2012年度は84名の対象者に対し、医療専門職の面談による勧奨を実施、着実に医療機関受診へとつなげること

ができています。2013年度は対象範囲を拡げてさらに活動を推進していきます。

また、長時間労働者に対しては産業医による面談を確実に実施し、心身に不調を引き起こすことのないよう予防に努めています。

このほか健康保険組合では、被保険者だけでなく被扶養者に対しても「人間ドック」、「子宮ガン・乳ガン検診」、「歯科検診」などを

呼びかけ、健康保険組合で検診費用の補助を行っています。また、40歳以上を対象としている特定保健指導について、2012年度

は883名に実施しました。

 2011年度 2012年度

人間ドック　受診 3,527名 6,426名

子宮ガン・乳ガン検診　受診 629名 1,082名

歯科検診 受診 161名 285名

特定保健指導者　実施 757名 883名

従業員が積極的に健康づくりに取り組めるように、「健康ポイント制度」を導入しています。参加者はウォーキングやダイエット、禁煙

などにチャレンジすることで、一定のポイントを獲得し、好きな賞品を選び交換できる制度です。2012年度は5,504名の従業員及び

家族が参加しています。

 2011年度 2012年度

健康ポイント制度 2,760名 5,504名
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LIXILでは、健康づくりにおいてメンタルヘルスの取り組みも重要であると考えています。事業所単位でのメンタルヘルスセミナー

や、ストレスチェックを実施し、従業員一人ひとりがメンタルヘルスへの正しい知識を持ち、また自身の状態を把握することで予防に

取り組んでもらうよう働きかけをしています。また、ラインケアの要である管理職を対象にしたメンタルヘルスマネジメント教育も実施

し、早期発見、早期治療が実行できる職場環境づくりに努めています。

 2011年度 2012年度

メンタルヘルスセミナー 187名（7回実施） 204名（8回実施）

ストレスチェック参加者 2,867名 3,731名

管理職メンタルヘルスマネジメント教育 111名 129名

メンタル疾病休業者については、「職場復帰プログラム」に基づいた復職支援を実施しています。このプログラムは、休業中のケア

から復職後の支援（フォローアップ）まで、休業者個々人の状態に合わせて対応できるよう構成しています。また、全国で5つの拠点

にメンタルヘルスケアを専門とした産業医を配置し、無理なく復職できるよう支援するとともに、心の健康管理についても相談できる

体制を整えています。
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LIXILグループでは、従業員一人ひとりが能力を十分に発揮して活き活きと働き続けられる職場環境の構築に向けて、「仕事」と「生

活」の双方をともに充実できる環境の整備を進めています。

LIXILでは、従業員がさまざまなライフイベントにあっても、仕事と家庭を両立を支援するための制度を整備しています。

両立支援に関する主な制度

 制度名 内容

休

暇

ゆとり休暇 年3日間（土日祝・連休との接続可）

メモリアル休暇 年2日間

永年勤続休暇 永年勤続（10年・20年・30年）従業員に休暇と記念品贈呈

出

産

出産休暇 産前6週間／産後8週間（健康保険から出産手当金の支給あり）

配偶者出産休暇 年3日間（分割取得可）

育

児

育児休業 子が最長で満3歳に達するまで（最長1歳半まで雇用保険から育児休業給付金の支給

あり）

勤務時間の短縮 小学校1年生以下の子を養育する従業員は1日1時間または2時間の短縮可

育児始業・終業時刻の繰り

下げ

小学校1年生以下の子を養育する従業員は始業・終業時刻を30分または1時間繰り下げ

可

延長保育料補助 小学校就学前の子を養育する従業員で業務都合に伴う延長保育が必要な場合、延長

保育料を補助

子の看護休暇 小学校就学前の子1人につき年5日間（2人以上最大10日間）

介

護

介護休業 要介護者1人につき要介護状態になるごとに1回、通算93日まで（分割取得可）

勤務時間の短縮 1日1時間または2時間の短縮可

月例給与補填 休業中の社会保険料相当額の補助

賞与補填 積立年休（有給休暇の失効分）を欠勤日数に充当し賞与計算時に出勤扱い

介護休暇 要介護者1人につき年5日間（2人以上最大10日間）

※（株）LIXIL及び一部事業会社・子会社で運用

各種制度の利用状況

出産休暇制度の利用状況

 2011年度 2012年度

国内 海外 合計 国内 海外 合計

内

（株）LIXIL

内

（株）LIXIL

取得者数 228名 169名 316名 544名 212名 157名 360名 572名

復帰率 86.8％ 99.4％ 97.2％ 92.8％ 84.9％ 100.0％ 94.7％ 91.1％
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育児休業制度の利用状況

 2011年度

国内 海外

内（株）LIXIL

男性 女性 男性 女性 男性 女性

取得者数 5名 220名 4名 168名 83名 192名

復帰率* 83.3％ 99.4％ 100.0％ 100.0％ － －

 2012年度

国内 海外

内（株）LIXIL

男性 女性 男性 女性 男性 女性

取得者数 1名 251名 1名 199名 80名 245名

復帰率* － 93.2％ － 95.4％ － －

*復帰率＝復職者数÷当該年度の復職予定者数（％）

※2012年度について、国内の男性の復帰予定者数が0名だったため、復帰率は記載していません。

※海外においては拠点・国ごとに育児休業制度が異なるため、取得者数のみ開示します。

介護休業制度の利用状況

 2011年度

国内 海外

内（株）LIXIL

男性 女性 男性 女性 男性 女性

取得者数 2名 8名 1名 8名 0名 4名

復帰率* 100.0％ 100.0％ 100.0％ 100.0％ － －

 2012年度

国内 海外

内（株）LIXIL

男性 女性 男性 女性 男性 女性

取得者数 2名 11名 1名 9名 2名 10名

復帰率* 100.0％ 100.0％ - 100.0％ － －

*復帰率＝復職者数÷当該年度の復職予定者数（％）

※2012年度について、（株）LIXILの男性の復帰予定者数が0名だったため、復帰率は記載していません。

※海外においては拠点・国ごとに介護休業制度が異なるため、取得者数のみ開示します。

LIXILでは、労働時間の適正化を進め、効率的で生産性の高い働き方を推進しています。時間外労働の削減として、毎週水曜日を

「ノー残業デー」と設定し、従業員が原則として定時に退社するよう定めるほか、システムでの「残業の事前申告制」を導入し、従業

員が意識的に残業を減らせるよう取り組んでいます。

また、長時間労働者に対するフォローも、人事総務部門と所属部門が連携して実施しています。

詳細はこちら「労働安全衛生」（P56参照）
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一方、有給休暇取得の推進策として、年1回稼動3日間連続で有給休暇を取得することができる「ゆとり休暇」や「メモリアル休暇」を

導入しています。

時間外労働　月平均残業時間

 2011年度 2012年度

国内 海外 全体平均 国内 海外 全体平均

内

（株）LIXIL

内

（株）LIXIL

時間／月・人 19.2時間 19.7時間 29.2時間 23.5時間 19.3時間 19.9時間 24.8時間 21.7時間

有給休暇利用状況　一人当たりの年間取得日数

 2011年度 2012年度

国内 海外 全体平均 国内 海外 全体平均

内

（株）LIXIL

内

（株）LIXIL

時間／月・人 5.3日 5.9日 6.0日 5.6日 6.2日 7.1日 7.2日 6.7日

※フルタイム勤務ではない従業員を含む平均値。

LIXILでは、従業員と家族が豊かで安心した生活を送れるよう、労働組合や健康保険組合、LIXILスマイルクラブ※と協力して、生活

向上、ライフステージ支援、相互扶助などを軸とした福利厚生の充実に努めています。

具体的には、団体保険や、財形貯蓄、持株会、年金などの諸制度に加え、勤続年数が10年、20年、30年のタイミングで、休暇とお

祝金が支給される「永年勤続休暇制度」の運用、結婚、出産、子どもの入学などのライフイベント時に祝金が支給される「慶弔金制

度」のほか、各種従業員相談窓口の運用などを行っています。

※LIXILスマイルクラブ：労働組合員とその家族の生涯福祉増進を支援する共済会

主な相談窓口

相談の内容 窓口

セクシュアルハラスメント・パワーハラスメント相談窓口 人事総務本部 人事部

職場の悩み相談 LIXIL労働組合

法律相談 LIXIL労働組合

消費者金融相談 LIXIL労働組合

法律・税務・健康相談 LIXILスマイルクラブ／各事業所総務課

ローンおよび貯蓄の相談 LIXILスマイルクラブ

保険相談 LIXILスマイルクラブ

介護、健康、マナー、しきたり、人間関係の悩みなど LIXILスマイルクラブ／各事業所総務課
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LIXILでは、「LIXIL VALUE（共有価値）を実践し、チャレンジ精神

にあふれる人材の育成」を方針としています。

具体的には、

グローバル化する経営を任せられるリーダーを育成する1.

LIXIL VALUEの浸透を進め、新たな風土を醸成する2.

ことを目標に、右記のテーマで取り組みを進めています。

「LIXIL VALUE」はこちら（http://www.lixil.co.jp/corporate

/vision/）

「業績主義人事」を目標に掲げ、仕事とプロセスを公正に評価するために、全従業員を対象に目標設定、評価の各場面で本人が参

加し、上司面談を通じて結果のフィードバックの徹底を図るなど、オープンな制度運用を行っています。

フィードバックの目的

評価を確実にフィードバックすることで、評価の納得性を高め公平性を保つ。1.

前期活動の振り返りと今後の期待を共有することで、従業員の育成を図る。2.

人事考課のフロー

LIXILの教育体系は大きく2つに分けられます。ひとつは部門横断的に全従業員共通で必要となる基本能力の開発、そしてもうひと

つが各カンパニー特有の専門技能トレーニングです。これらの教育体系を全社教育委員会にて統括し、活動推進、課題共有・解決

などを行っています。
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▲ELTの様子 ▲海外ビジネススクール参加者

LIXILでは、次代の経営をリードする次世代経営リーダーの育成に注力しています。2011年より、経営幹部候補のリーダーシップ強

化を目的に、部長層を対象とした「エグゼクティブ・リーダーシップ・トレーニング（以下 ELT）」を開始しました。このトレーニングは、

幹部候補（2011年は66名）を対象に、専用施設を用いたワークショップに加えて中国北京の万里の長城に赴き、ワークショップを開

催するなど、さまざまな角度から刺激を与える8ケ月間のプログラムにて、リーダーシップ、事業戦略、グローバルビジネスなどにつ

いて学ぶものです。参加者は、代表執行役社長をはじめとする経営トップの期待を肌で感じ、意欲高く積極的にプログラムに取り組

んでいます。

2013年度からは、ELTに加えて、より早い段階から自身のリーダーシップを考える機会を提供すべく、ミドル層を対象とした「シニア・

リーダーシップ・トレーニング（以下 SLT）」、若手層を対象とした「ジュニア・リーダーシップ・トレーニング（以下 JLT）」を開始していま

す。

また、ELT修了者の選抜者と海外グループ会社のリーダー候補を集め、海外ビジネススクールへの派遣、イタリアでのワークショッ

プの開催など、よりグローバルで活躍できるリーダー育成の取り組みにも着手しています。

各種研修・教育支援制度の種類と活用状況

項目 研修概要 参加者数

新人研修 新規入社の従業員を対象とした基礎研修 3,912名

階層別研修 それぞれ必要とされるスキルや能力開発のための職位・職層

ごとの研修

3,390名

エグゼクティブ・リーダーシップ・トレーニング

（ELT）*

経営幹部候補のリーダーシップ強化 66名

管理職研修 管理職昇格者を対象とした研修 378名

部門別研修 開発・生産・営業など職種ごとに必要とされるスキル・能力開

発のための部署ごとの研修

15,317名

その他

技能取得研修など

公的資格取得など、業種や職種に特有の独自研修 3,349名

*(株)LIXILのみ

その他、国内各社では、通信教育の推奨及び、修了者への一部費用負担などを導入しています。

LIXILでは、従業員のキャリア開発支援の一環として、若手従業員を対象にMBA取得制度を導入しました。これは、リーダーシップ

や経営スキル、国際感覚を習得する機会を設け、「自己のあくなき向上心を発揮し、LIXILの事業発展に貢献しよう」という情熱あふ

れる若手従業員を育てることを目的としています。社内公募により2011年度は10名、2012年度は8名の従業員を選抜し、MBA取得

に向けた準備を進めています。
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主要会社の主なキャリアアップ制度・自己申告制度

項目 制度導入組織 参加者数

社内公募制度 （株）LIXILビバ

American Standard (Thailand) PCL

American Standard Vietnam

PT American Standard Indonesia

驪住海尓住建設施（青島）有限公司

61名

FA制度 American Standard (Thailand) PCL

American Standard Vietnam

3名

ジョブチャレンジ American Standard Vietnam

LIXIL INAX DANANG Manufacturing Co.,Ltd

12名

留学制度 American Standard Vietnam

LIXIL INAX DANANG Manufacturing Co.,Ltd

6名

資格取得推奨制度 （株）LIXILトータルサービス

（株）クラシス

（株）リアルティ

American Standard (Thailand) PCL

American Standard Philippines Ltd., Co.

American Standard Vietnam

大连通世泰建材有限公司

715名

MBA制度 （株）LIXIL 8名

自己申告制度* （株）川島織物セルコン

American Standard Vietnam

TOSTEM THAI

936名

*2013年度から（株）LIXILでの自己申告制度の導入が決定しています。
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LIXILグループでは、企業の発展と従業員の生活の安定・向上を目指し、労使双方が対等で責任ある信頼関係を築くことが重要で

あると考えています。

LIXILでは、2011年4月の5社統合（トステム、INAX、新日軽、サンウエーブ工業、東洋エクステリア）にあわせ、旧各社の労働組合も

一本化し、LIXIL労働組合を結成しました。（加入対象：日本国内の事業所の正社員のみ）LIXIL労働組合はユニオンショップ制度を

とっており、日本国内では全正社員数における86.3％の14,142名が組合員(2013年3月末時点)となっています。

労使協議の場としては、「労使協議会」や「団体交渉」を定期的に開催し、労働条件や労働環境などの課題について情報共有を図

り、労使一体となって課題解決にあたっています。

また、大きな労働条件の改定などの重要なテーマについては、2012年度から旧個社の労使代表による「労使専門委員会」を組織

し、十分な検討・協議を経て決定しています。LIXIL統合における労働条件の統一にあたっても、労使専門委員会にて議論を重ねた

うえで合意形成を図り、2012年3月26日にすべての労働条件を統一しています。統一された人事制度の運用にあたっては、十分な

周知・理解と課題が見えてきた際の対応など、より迅速で正確な情報提供が求められています。統一後、労働条件や各種制度の

理解を深めるため、社内イントラネットでの制度説明資料の公開や管轄総務部門による従業員フォローを行っております。労働組合

としても独自で制度のポイントをまとめた「ユニオンガイド」を制作し、全組合員に配布し、さらに定期的に組合役員への教育や組合

員からの電話・メール相談窓口を設けて対応しています。

これまで労使間で築き上げた信頼関係をより一層深化させ、労使一体となって会社の業績向上を目指し、住宅建材業界における

リーディングカンパニーとして、売上高1兆円企業にふさわしい労働条件に向けて更なる改善に取り組んでいます。

労使基本協定　（一部抜粋）

第1章　総則

（会社および組合の権利　第5条）

会社および組合は、労働権と経営権を相互に尊重し、その正当な行使を妨げない。

第4章　団体交渉

（団体交渉の原則　第34条）

団体交渉は、会社および組合双方とも対等の立場において信義と誠実をもって平和的に交渉事項の円滑な妥結をはかるものとす

る。

第5章　紛争処理

（平和義務　第48条）

会社と組合は、相互信頼の上に立ち、労使間の問題はすべて話し合いによって平和のうちに円満に解決する。

（争議行為の調整　第49条）

会社および組合双方は、協議又は団体交渉によって誠意をもって円満な解決を図るよう努力し、なお妥結しない紛議については労

働委員会に斡旋又は調停を申請し、その斡旋又は調停案により紛争の平和的解決に努めるものとする。
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主な労使協議と労働組合会議体

年末一時金交渉/団体交渉

議題は一時金のみ、全4回

春闘交渉/団体交渉

議題は賃金、一時金、労働条件、全4回

中央労使協議会（9回/年）

会社施策の情報共有、組合活動の情報共有

中央執行委員会（10回/年）

組合活動の進捗確認、方策検討、会社施策の情報共有

中央委員会（9回/年）

組合活動の各種承認、会社施策の情報共有

安全衛生委員会（12回/年）

事業所ごとに情報交換・対策検討を実施

2011年5月に旧個社の労働組合を「分会」として位置づけたLIXIL労働組合を設立し、各分会代表による労働組合の統合準備を重

ねてきました。その結果、2012年4月に分会体制を廃止し、ブロック・支部体制へと再編した新生LIXIL労働組合を発足させました。

また、2012年度は9～12月の4カ月間、労使専門委員会として「WLF（ワーク・ライフ・フレキシビリティ）検討委員会」を設置し、労使

一体となった議論を重ね、メモリアル休暇（年2日）、キャリアリターン制度の導入、育児休暇延長等、新たな制度を策定しました。こ

れらの制度は2013年4月から運用を開始しています。

仕事と家庭の両立支援に関する詳細はこちら（P59参照）

また、2013年春闘要求時に掲げた「制度改善ができる環境の継続」について、現在労働組合主体で組合員からの意見集約を図っ

ており、今後、会社側と次期労使専門委員会の設置について検討を進める予定です。今後も多様化する組合員のニーズを把握し、

その期待に応えることのできる労働組合を目指していきます。

2013年度の組合活動「ミッション」

現場の声を尊重し、全体最適での意見集約　―　迅速な情報収集と対応

安心して働くことのできる環境づくり　―　健康な「心」と「身体」づくり、快適な職場環境づくり

会社施策のカウンターパートとして、組合員の想いを訴える

会社の方針・施策に対する理解を深め、組合員との情報共有を進める

充実した私生活のための「ワーク・ライフ・バランス」の実現を目指す

組合組織としての一体感醸成を図る

組合活動を牽引すべき役員のスキルアップを推進する

社会貢献活動　―　災害発生時などの義援金等の支援活動
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LIXIL労働組合では、統合後の組合員の融和を図り、かつ新しい労働条件に関する組

合員の理解を深めることを目的として2011年度から発行していた組合統合機関紙

「ALL LIXIL」を、2012年度から新体制がスタートしたことを機に「TUNE」としてリニュー

アルし、全組合員に配布しました。

機関紙の中では、これまで通り組合員の交流イベントや行事の紹介や新しいLIXILの

人事制度の説明に加え、支部活動を中心とした記事や新しいコーナーの掲載など、よ

り充実した内容とし、LIXIL労働組合としての一体感を高める内容としています。

LIXILスマイルクラブとは、組合員の相互扶助によって組合員とその家族の障害総合福祉増進を図ることを目的とした団体です。会

費と事業収益を原資に、充実した福利厚生制度の提供に取り組んでいます。

主な制度紹介

慶弔金　―　結婚祝金、出産祝金、入学祝金、弔慰金、快気祝金、住宅災害見舞金

共済、保険　―　全労済、簡易保険、生命保険

預金、融資　―　財産形成、住宅・マイカーローン

その他ライフサポート　―　冠婚葬祭、レジャー、ショッピングなどの割引制度（ベネフィットワン、マイカー支援制度、など）
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LIXILグループでは「コンプライアンス」という言葉の意味を、法令や社内規程、社会ルールの遵守という意味だけで捉えるのではな

く、「相手の立場に立つ」という倫理面も含めた行動と考えています。

そのような意味でのコンプライアンスを徹底・実践するために、すべての従業員が守るべき「グループ行動指針」を制定し、浸透に取

り組んでいます。 また、コンプライアンスの周知・徹底を図ることを目的にコンプライアンス委員会をグループ内に設置し、グループ

各社のコンプライアンス体制の構築・運営管理の指導や法令遵守などの実施状況のモニタリング等を実施しています。

LIXILグループでは、従業員一人ひとりのコンプライアンスへの理解を高めるため、グループ行動指針を用いた教育を実施していま

す。具体的には、A4版と手帳サイズ版の2種類のグループ行動指針冊子を全従業員に配布し、身近な場所に置くこととしているほ

か、毎年10月に各職場でグループ行動指針の読みあわせを実施し、全従業員がグループ行動指針を遵守する旨を誓約すること

で、内容の周知徹底を図っています。

そのほか、日々の業務において、直面しうる事態に対する正しい行動を示したケーススタディを作成し、イントラネット上で共有して

います。

LIXILグループでは、コンプライアンス違反に関する情報を収集し、不正・違反行為の未然防止や早期対処を図ることを目的に、内

部通報制度を設けています。

イントラネット上から経営者に直接通報ができるシステムを構築しているほか、社外弁護士を窓口とした通報体制も運用していま

す。いずれの通報ルートでも通報者のプライバシーを厳守するとともに、通報者が不利益な扱いを受けることのないよう、適正に対

応しています。

LIXILグループでは、企業活動を通して、広く社会に信頼される有用な企業でありたいと思っています。 そのために、取引先様（「資

材購入先」「業務委託先」様）からLIXILグループのコンプライアンス違反に関する情報提供を受け付けています。 窓口を社外の法

律事務所に設け、情報提供いただくことで、適正な対処等を行い、更なる違反防止に努めています。

情報提供はこちらから（http://www.lixil.co.jp/corporate/csr/client/compliance_info.htm）
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LIXILグループでは経営目標達成を阻害する一切の不確実性をリスクと捉え、グループ各社でリスクマネジメント体制を構築してい

ます。推進体制はLIXILグループ代表執行役社長を議長とするLIXILグループリスクマネジメント会議を最高決議機関とし、グループ

各社も同様の体制としています。グループ全社のリスクを一元的に管理するため、LIXILグループ本社に主管部門を設置するととも

に、各社においてもリスクマネジメント事務局を設置しています。重大リスクが発生した場合はLIXILグループリスクマネジメント会議

にて対応を指示する体制としています。

LIXILでは本社に主管部門を設置するとともに社内カンパニーであるLIXILジャパンカンパニー、グローバルカンパニー、及びプロダク

ツカンパニーにもリスクマネジメント事務局を配置し、きめ細かな対応が取れる体制としています。グローバルカンパニーでは海外を

地域別に統括し、海外各事業所のリスクマネジメント活動を統制しています。本社部門で扱うリスクについては本社各部門が主管

するリスクを各ライン部門と組織化し、リスクマネジメント部会として20の組織を横断的に管理しています。活動は年度単位でリスク

を抽出し、アセスメント（影響度、頻度、予防・事後対策の脆弱性の評価）、目標設定、対策立案、及び実施スケジュールの策定を

行い、対策実施、評価、およびフィードバックをPDCAマネジメントとして四半期単位で実践しています。

東日本大震災およびタイ洪水の被災、そして今後の自然災害発生リスクの高まりを踏まえ、事業継続計画の策定・整備をグループ

全社において継続して推進しています。
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参照：アニュアルレポート「経営成績と財政状態のレビュー及び分析／事業等のリスク」（http://www.lixil-group.co.jp/ir/library

/annual.htm）
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また、LISでは事業会社や取引先様に安心したサービスをご提供するための証として、

2005年11月 に一般財団法人 日本情報経済社会推進協会（JIPDEC）より「プライバ

シーマーク」の認証を取得しました。その後もマネジメント活動の継続により、2年毎の

更新審査も問題なく合格し、プライバシーマーク認証を維持しています。

LISが取得した『プライバシーマーク』

LIXILグループでは、リスクマネジメントの一環として情報資産の保護を特に重要視しており、「情報セキュリティ管理規程」を定め

て、情報の適切な管理を推進しています。

なお、情報システム関連の管理やマネジメントの機能は、IT推進本部及びグループ会社である株式会社LIXILインフォメーションシ

ステムズ（以下、LIS）に集約されています。

多様な事業・カンパニーを有するLIXILグループでは、情報管理で想定される情報セキュリティの課題に対して、情報セキュリティマ

ネジメントシステム（ISMS）を元にしたチェックシートによる自己点検を実施し、改善活動を進めているほか、IT推進本部・LISが監査

を行うなどのマネジメント体制を構築しています。

また、万が一、問題が発生した場合には、IT推進本部・LISやリスクマネジメント推進部、各事業・カンパニーの総務部門が連携を

図って被害を最小限にとどめるとともに、問題の原因を突き止めたうえで全社を点検し、同様の問題が起きないよう改善につなげて

います。

情報資産保護のために、ネットワークへのセキュリティ対策やウイルス対策ソフトの自動更新などの技術的対策を行っています。

また、営業担当者に配布され、予め持ち歩きを想定しているiPadからの情報流出防止のため、端末内のデータをリモートで消去で

きるシステムを整えるなど、万が一の事態への対策も行っています。

さらに、従業員への情報管理ルールを徹底するため、全従業員に対して年に一度eラーニングシステムを通じたテスト形式での研

修を行ったうえで、「情報セキュリティ管理規程の誓約書」への署名を義務付けています。2012年度は対象者に対し、100％実施し

ています。

個人情報の保護はLIXILグループにとって重要な責務であると考え、個人情報の保護に関する考え方や方針を「個人情報保護方

針」としてホームページ上で公開しています。この方針及び社内規程を遵守することで、個人情報を安全かつ適正に取り扱うよう、

全従業員に徹底しています。
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LIXILグループでは、グループ各社の行動規範を示すグループ企業行動憲章において「知的財産を適切に保護・活用し、他社の知

的財産権を尊重」するよう定めており、そのうえでLIXILでは知的財産管理規定を制定しています。同規程の目的は「社業の発展と

業績の向上に寄与するとともに会社内における創造的業務活動を促進し、また、第三者の知的財産権を侵害することを未然に防

止する」としており、LIXILにおけるすべての知的財産活動の基本となっています。

LIXILでは、本社管理部門に「知的財産部門」を設置するとともに、プロダクツカンパニー内の戦略的ビジネスユニットごとにも知的財

産権の保護の担当組織（担当者）を設置し、年に2回度の定例会や日々の業務の中で知的財産部門と連携を取りながら全社の知

的財産活動に取り組んでいます。

LIXILでは、開発部門から生まれた発明については、先行技術があるか否かを調査し、さらに事業上、特許出願する価値があるか

否かを判断しており、「特許出願に関する社内ルール」として定めています。このルール運用を徹底させることにより、質の高い知

的財産の権利化を進めています。
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事業を進めていくうえで、第三者の知的財産権を侵害してしまうと、第三者より製品の販売差止めや損害賠償請求をされてしまう訴

訟リスクが発生してしまいます。LIXILでは、このようなリスクを未然に防止するため、事業開始にあたっては、第三者の知的財産権

を調査・点検するための社内ルールを定めており、その運用を徹底しております。

上記「知的財産権利化の推進」と「第三者の知的財産権侵害防止」の知的財産にかかわる活動を適切に進めていくうえで、ルール

の運用徹底だけでなく、知的財産にかかわる関係者の知的財産知識・スキルを向上させるための教育にも積極的に取り組んでい

ます。主に開発者・研究者向けには「特許」・「意匠」、商品企画担当者には「商標」に関するカリキュラムを実施し、また新入社員向

けの教育も実施しています。
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LIXILグループは、人びとの暮らしが地球と調和することを願い、住まいづくりのあらゆるプロセスにおいて、環境に配慮した主体的

な取り組みを続けていきます。

LIXILグループは、環境マネジメントシステムを継続的に改善し、あらゆる業務において環境配慮型のオペレーションを実践し、幅広

いステークホルダーと活発なコミュニケーションを推進します。

私たちは、お客さまに対して、自然の恵みをいかした製品とサービスを総合的に提供し、お客さまと共に、これからの暮らしのあ

り方を考えます。

私たちは、日々の仕事を進めるうえで、環境に関する法令の順守と汚染の予防に努め、低炭素・資源循環・自然共生につなが

る活動を行います。

私たちは、地域や社会の一員として、一般市民や行政、NGO・NPOなどとの相互理解を深め、協働して、私たちならではの環境

保全活動を進めます。
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私たちLIXILグループは、2050年の人びとの暮らしの豊かさと、地球環境への負荷がゼロバランスしている姿を希求し、住生活産業

の分野で世界をリードしていきます。

私たちは、住宅やビルのゼロエネルギーを実現するための技術革新を追求し、

それらを提供するトータル・ハウジング・プロバイダーとなって、

世界全体の省エネルギーやCO2削減に貢献します。

住生活産業におけるグローバルリーダーとなり、世界の人びとに提供する製品の製造・使用・廃棄、国境を越えた原材料の調達な

ど、直接・間接を問わずあらゆる事業活動による地球環境への負荷低減を限りなく追求していきます。

そして、世界各地における水資源や森林生態系の保全・回復につながる社会貢献活動も積極的に推進していきます。
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LIXILの直接的な事業活動においては、生産効率のさらなる向上や再生可能エネルギーの導入を進め、日本国内の事業拠点で

のCO2排出量を2010年度（法人統合前）の水準よりもさらに削減していきます。

お客さまによる製品の使用、原材料の調達や製品の廃棄など、LIXILが間接的に影響を及ぼすことができる場面においては、省

エネ・創エネ・断熱・パッシブやリデュース・リユース・リサイクルなどの技術革新を進め、エネルギー消費を2010年度（法人統合

前）の水準よりも削減することに貢献していきます。
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暮らしを快適にする制御技術を確立して、住宅やビル一棟あたりのエネ

ルギー消費をネット・ゼロにできる製品群を普及します。

これからの住宅やビルに求められる高性能な断熱サッシ・ドア、節電・節湯

機能を高めた製品の開発により、冷暖房や給湯に使われるエネルギーを大

きく削減。さらに太陽光発電などを組み合せることで、一棟あたりのエネル

ギー消費を実質的に概ねゼロにできる製品群を提案、普及していきます。

暮らしに必要な水の制御技術を確立して、住宅やビル一棟あたりの水

使用量を大幅に削減できる製品群を普及します。

トイレやバス、キッチンなど、毎日多くの水を使う住宅やビル。超節水型の便

器や水栓金具などを開発・普及してきた実績をもとに、さらに高度な水の制

御技術を高めた製品群を投入することで、大切な水資源を守っていきます。

再生可能エネルギーに関わる独自技術を確立して、新規の環境事業を

創造します。

低炭素社会を実現するには化石エネルギーへの依存度を下げ、太陽光・太

陽熱、風力、地中熱などの再生可能エネルギー導入を積極的に進めること

が求められています。これまでの技術水準を超えた次世代の太陽光発電

や風力発電などの先進的な独自技術を確立し、新たな環境事業として一般

に広く普及していきます。
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製造における再生可能エネルギーの導入により、グリーン電力の自給

工場を拡大します。

製造拠点で使うエネルギーの多くは化石エネルギーに支えられてきました

が、再生可能エネルギー設備を自ら導入することで、化石エネルギーへの

依存度を下げます。拠点ごとに立地や気候などの特性を考慮して、太陽光

や風力、熱電変換などの可能性を検討。また、蓄電システムを併設するな

ど、電力の安定自給も実現します。

廃棄における製品の高品位リサイクルシステムを確立して、調達におけ

るバージン原料の使用量を削減します。

これまで使用済み製品の回収・再資源化を積極的に進めてきた実績を活

かし、アルミや銅などの金属原料を中心に、廃棄される製品を生産工程で

再利用するクローズド・リサイクルを加速させます。この取り組みを推進する

ことで、原材料の調達にともなうエネルギーを削減します。

工場使用水の循環システムを確立して、製造における水資源の使用量

を削減します。

製造拠点では上水や中水など、多くの水を使用していますが、世界的に水

資源の枯渇が懸念されています。使用した水の循環システムの構築、製造

工程での水使用の効率化などを進め、水使用量の削減に取り組んでいき

ます。

調達における指針づくりや技術開発により、森林生態系保全に配慮さ

れた木材資源の利活用を拡大します。

キッチンやインテリア建材などの製品に多くの木材資源を使用しています。

持続可能な循環が営まれている森林の木材を使用するため、利用・調達の

ガイドラインを策定し、さらに材料改質や代替材料の技術開発も進めます。
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社員環境教育「私たちのエコ・アクション」を通じて、全社員の環境リテ

ラシーを高めます。

環境方針や環境ビジョンにもとづく共通の価値観のもと、社会のために自発

的に仕事をするという企業風土を築いていきます。そして、国内外に展開し

た各拠点の地域コミュニティに、積極的に参画していきます。

社員による出前授業やワークショップを通じて、「きれいな水」につなが

る環境貢献活動を行います。

国内外の子どもたちを対象に、生活に関わる水の大切さを伝える「水から

学ぶ」という活動を行います。国内では、オリジナル教材を使った出前授業

を通じて、社員が小学校などで子どもたちに直接伝えていきます。また海外

では現地NPOと協働し、子どもたち自身が理解し、考え、行動する教育の支

援を展開していきます。

社員による里山保全や植樹を通じて、「うつくしい森」につながる社会貢

献活動を行います。

生態系保全や水源涵養など森林が持つ多面的な機能を理解し、地方自治

体やNPOと協働して、間伐・環境整備などの「森でeこと」という活動を行い

ます。また、国内外に展開した製造拠点では、社員とその家族が近隣住民

や行政関係者などと協働して「工場の杜」という植樹活動を行います。
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LIXIL統合2年目の2012年度は、2011年12月に発行した「LIXIL環境ビジョン」に掲げたミッション達成のための2015年（中期）目標を

設定しました。また、2012年7月に子会社まで含めた共通の「環境管理規程」を制定し、網羅性やマネジメントを強化しました。また、

全従業員の環境意識向上のため、LIXILグループ全社での社内コミュニケーション活動を進めています。

中期目標はこちら（P84参照）

代表執行役社長を委員長に全執行役からなる「グループ環境戦略委員会」を2012年7月から「CSR推進委員会」とし、新体制のもと

関連会社を含むグループ全社での環境経営を推進しています。

CSR推進体制はこちら（P3参照）

内部監査実施状況

LIXILのプロダクツカンパニー及びグローバルカンパニーの生産工場では、旧各社のISO14001に基づく環境マネジメントシステムを

継続し、それぞれのシステムの有効性や順法について、内部監査を実施しています。生産工場以外のすべての部門では、LIXIL独

自の環境マネジメントシステムを構築し内部監査を実施しました。2012年度はいずれも大きな不適合事項はありませんでしたが、

監査で指摘があった事項については、フォローアップを行い、改善実施を確認しています。2013年度は、内部監査を実施する子会

社の範囲拡大を進めています。

LIXILグループ全従業員の環境リテラシーの向上を目指し、自由投稿形式のイントラサイト「私たちのエコ・アクション」や掲示用ポス

ターを活用し、事業所単位や個人単位で、またプライベートでも実施しているエコ・アクションの情報共有と意識啓発を行っていま
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▲イントラサイト「私たちのエコ・アクション」 ▲社内掲示用啓発ポスター

LIXIL グループは、CO2排出量削減活動、メガソーラーなど再生

可能エネルギーの導入、住宅リフォーム廃材の再資源化や生

物多様性に関する取り組みを積極的に進めている点などが、

「環境への配慮に対する取り組みが特に先進的」と評価され、

2012年1月、日本政策投資銀行（DBJ）より環境格付融資を受

け、最高ランクを取得しました。

す。イントラサイトでは、2012年度は1年間で136,887件の訪問数、1,760件の投稿がありました。イントラサイトを通じて離れた地域の

事業所の活動も知ることができ、エコの気づきと行動を共有化することで、インナーコミュニケーションとしての活用も広げ、自発的

に行動するという企業風土を築いていきます。また、LIXILグループの環境ビジョンを掲げた小冊子を全従業員に配布するなど、意

識向上に努めています。

環境格付融資制度で最高ランク取得

「環境格付融資制度」についてのニュースリリースはこちら（http://v4.eir-parts.net/v4Contents

/View.aspx?template=announcement&sid=8437&code=5938）
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「エコ・ファースト」とは、企業の環境保全に関する業界のトップランナーとしての取り組

みを促進していくため、企業が環境大臣に対し、地球温暖化対策、廃棄物・リサイクル

対策など、自らの環境保全に関する取り組みを約束する制度です。

環境省HP「エコ・ファーストの制度について」（http://www.env.go.jp/guide/info

/eco-first/index.html）

株式会社LIXILは、「LIXIL環境ビジョン」の環境戦略重点テーマ

に基づいた具体的な取り組み内容と目標を明確にした活動を積

極的に推進することを約束し、環境省から「エコ・ファースト企

業」として認定を受けました。

2012年10月29日に行われた「エコ・ファースト」認定式にて

長浜博行環境大臣（左）と当社代表取締役 上席副社長執行役員

LIXILジャパンカンパニー社長 大竹俊夫

株式会社LIXILとその子会社は、事業活動でのエネルギー消費のミニマム化とともに、民生部門のエネルギー消費のゼロ・バランス

を希求し、豊かで快適な住生活の未来に貢献するために、以下の取組を進めてまいります。

1 自然の恵みをいかした製品とサービスを提供しながら、お客さまと共にこれからの暮らしを考えます。

高性能な断熱サッシ・ドア、節電・節湯機能を高めた製品の開発・販売により、家庭・オフィスビル等の民生部門におけるCO2排

出量削減に寄与します。LIXIL製品による国内のエネルギー削減貢献量の最大化に努めるとともに、CO2排出量の削減も推進

し、2015年度までに2010年度比で2倍にします。

2 日々の事業活動において、低炭素・資源循環・自然共生につながる運営を行います。

低炭素化の推進のため、調達・製造から廃棄まで、あらゆる事業活動におけるエネルギー消費のミニマム化に努め、国内事業

所のCO2排出量を1990年度比で2020年度に60%削減します。

資源循環の推進のため、廃棄製品に含まれるアルミ等の金属原料について、産学官による共同開発への参画を通じて高度選

別技術の実用化と製品製造工程における技術革新を重ね、現在業界トップランナーレベルにある原材料全体に占めるリサイク

ル原料の比率を更に高めます。また、拡大生産者責任のひとつとして、住宅リフォーム廃材の再資源化を行う「エコセンター」事

業を中部・関東に続き東北地区で2012 年度に開始し、2015 年度までに東北地区で年間5,000m3の廃材を処理します。

自然共生の推進のため、木質材料の調達量に占める国内外の第三者機関による認証材、植林材、国産材および木質端材・廃

材を原料とした加工材の合計の比率を、2015年度までに80％にします。また、サトウキビの絞りカスを原料とした「バガスボード」

を先進的な品質規格に適合させて国内からアジアへ普及させることをはじめ、木質端材と再生プラスチックを混合成型した「強化

木」および未利用材や早生樹などの木材改質などの先進技術を活用した事業化により、木材資源の有効利用を促進し森林減少

の抑制に寄与します。
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環境先進企業として環境省からの認定を受けている「エコ・ファースト企業」は、環境大臣に

個別に宣言している「エコ・ファースト約束」の確実な実践と、先進性・独自性に富む環境保

全活動のさらなる充実強化などを「エコ・フアースト企業」が連携して強力に推進していくこと

を目的に、2009年12月9日に「エコ・ファースト推進協議会」を設立しました。

この設立は「エコ・ファースト制度」が創設されて1年余が経過したことを契機に、エコ･ファー

スト企業が環境保全の取組みを間断なく前進させるとともに環境行政との連携及びエコ･

ファースト企業間の連携を強化することにより「エコ･ファースト制度」の発展を目指すもので

あります。

「エコ・ファースト推進協議会」（http://www.eco1st.jp/）

3 地域や社会の一員としてステークホルダーとの相互理解を深め、協働して独自の活動を行います。

国内外の子どもたちに、生活に関わる水の大切さを伝える「水から学ぶ」活動を推進します。国内では地域の小学校でオリジナ

ル教材を使った出前授業を社員自らが実施、海外では現地NPOと協働し、地元の子どもたちと対話しながら教育の支援を行い、

2015年までに海外新規拠点での活動を１箇所追加し、活動を拡大します。

製造拠点のある地域の生物多様性や森林の保全を維持するため、社員とその家族が近隣住民や地方自治体、NPOと協働して

森林の環境整備や間伐、植樹などを行う「森でeこと」や「工場の杜」活動を推進します。

2015年までに新規拠点での活動を1箇所追加し、活動を拡大します。

株式会社LIXILは、上記取組内容の進捗状況を確認し、その結果について定期的に公表するとともに、環境省へ報告いたします。
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LIXILグループは、「環境ビジョン」に掲げたミッションを達成するため、事業活動におけるCO2排出量の削減からエネルギー消費量

そのものを減らすことに切り替え、「ライフサイクル全体のエネルギー消費量を削減」することを目標としました。事業活動において

私たちが直接消費するエネルギーのみならず、原材料の調達からお客さまによる製品の使用・廃棄といった、間接的に影響のある

場面まで含めたエネルギー消費量を削減していきます。2015年に向けて、次の3つの中期目標を設定して取り組んでいきます。

製品・サービスのライフサイクル

目標1

民生部門のエネルギー消費のゼロバランスを達成するため、国内の家庭・オフィスビルなどにおけるエネルギー削減貢献量

を2015年度に2010年度比で2倍にします

国内の住宅やオフィスといった民生部門のエネルギー消費は増え続け、2009年には4,837百万GJとなりました。そのうち、家庭部

門におけるエネルギーの大半は、断熱性能が低く旧来型の設備機器が使われている住宅で消費されています。断熱性能が低いと

される住宅は、日本の住宅ストック数（約5,800万戸）の過半を占めています。

その住宅の省エネ性能が1990年当時の水準であると仮定し、LIXILの最新の製品が1990年当時の製品に比べて削減できるエネ

ルギー総量を「エネルギー削減貢献量」と定義し、民生部門のエネルギー消費削減に取り組むための指標としました。2015年度の

「エネルギー削減貢献量」が2010年度比で2倍になるよう、製品のさらなる性能向上と普及を推進します。2012年度の「エネルギー

削減貢献量」は4.09百万GJで、2010年度比1.1倍でした。

また、これらの創エネ、省エネ、節水製品は交換・廃棄されるまで継続してエネルギーを削減し続けるため、2010年度以降、毎年の

削減貢献量を積算した「エネルギー削減貢献総量」は2015年度には30百万GJにのぼると推計されます。その技術を海外商品にも

展開することで、世界全体のエネルギー削減に貢献していきます。

国内における民生部門エネルギー消費量とエネルギー削減貢献量の推移

エネルギー削減貢献量の算定方法

エネルギー削減貢献量 ＝ （各年度に国内で販売した創エネ・省エネ・節水製品※1の1990年製品比年間電気・ガス・水使用削減量） × （エネル

ギー換算係数※2） × （各製品の販売数量）

<窓の場合>
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窓のエネルギー削減貢献量 ＝（1990年当時の窓に対して、窓の断熱性能向上により1年間に削減できた暖冷房の電気使用量※3） × （電気の

エネルギー換算係数） × （窓の年間販売数量（住宅一棟換算））

※1 対象製品：戸建て住宅用サッシ・玄関ドア（プレハブ向け除く）、集合住宅用サッシ、住宅用断熱パネル、太陽光発電システム、システムキッ

チン、ユニットバス、洗面化粧台、トイレ、水栓金具、調湿建材

※2 [電気・ガス]　省エネ法「エネルギー種別の単位発熱量」

[水]　（社）産業環境管理協会「カーボンフットプリントデータベースver.1」より算出した換算係数

※3 住宅用熱負荷計算プログラム「SMASH for Windows」（（財）建築環境・エネルギー機構）を用いて算出した標準的な住宅一棟の年間暖冷房

負荷を電気使用量に換算

目標2

調達・製造・販売・廃棄における国内・海外のエネルギー消費総量を2015年度までに2010年度比で10%削減します

ライフサイクルの各段階で発生するエネルギー消費量を管理し、調達段階では原材料のリサイクル比率向上、製造・販売段階では

再生可能エネルギーの導入や生産効率向上、輸送段階ではリターナブル梱包やコンパクト梱包等による輸送方法の効率向上、廃

棄段階では製品のリサイクル向上といった施策を推進していきます。

2015年度までに、2010年度比でエネルギー消費総量10％削減を目指します。2012年度のエネルギー消費総量は56.7百万GJで、

2010年度比で9％削減しました。

国内・海外におけるエネルギー消費総量の推移

[エネルギー消費総量の算定方法]

エネルギー消費量（調達）※1 ＝ （原材料購入量） × （エネルギー換算係数※2） ＋ （部品・部材購入金額） × （エネル

ギー換算係数※3）

エネルギー消費量（製造・販売）※4 ＝ （電気・燃料使用量、取水量） × （エネルギー換算係数※5）

エネルギー消費量（廃棄） ＝ （製品を廃棄するときの埋立て・焼却量） × （エネルギー換算係数※2）

エネルギー消費量（輸送） ＝ （輸送重量） × （輸送距離） × （エネルギー換算係数※6）

※1 原材料のエネルギー消費量には、鉱山等での採掘・選別と工場等での調合・精錬にて素材へ加工し、日本へ輸送するまでを含む

部品・部材のエネルギー消費量には、原材料の採掘から精錬や加工、日本への輸送に加えて、日本国内での組立て、加工も含む

※2 （社）産業環境管理協会「カーボンフットプリントデータベースver.1」より算出した換算係数

※3 （社）日本建築学会「LCAデータベース（2005年産業連関表データ版）」

※4 製造・販売時のエネルギー消費量は、製造・販売時の廃棄物処理量にエネルギー換算係数※2を乗じて算出したエネルギーを含む

※5 [電気・燃料]　省エネ法「エネルギー種別の単位発熱量」

[水]　（社）産業環境管理協会「カーボンフットプリントデータベースver.1」より算出した換算係数

※6 省エネ法（荷主に係る措置）における「改良トンキロ法の燃料使用原単位、単位発熱量」により算出した換算係数
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[算定対象範囲]

2012年4月時点での、国内・海外の事業会社ならびにその連結子会社、及び事業会社の管理下にある非連結子会社

目標3

日本国内の事業所からのCO2排出量を2015年度に1990年度比で50%削減します

目標2においてエネルギー消費量を削減することにより、日本国内の直接的な事業活動におけるCO2排出量削減にも貢献していき

ます。

2012年度の国内の事業拠点でのCO2排出量は417千t-CO2で、1990年度比48％削減しました。

日本国内の事業所からのCO2排出量
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環境負荷データの集計対象・範囲は、原則、2012年4月時点での、事業会社並びにその連結子会社及びその管理下にある非連結

子会社としています。

・（株）LIXILグループの子会社（事業会社）

（株）LIXIL、（株）LIXILビバ、（株）川島織物セルコン、（株）LIXIL住宅研究所、ハイビック（株）、（株）日本住宅保証検査機構、

（株）LIXILリアルティ、（株）クラシス、LIXILグループファイナンス（株）

・（株）LIXILの主要子会社

（株）LIXILトータルサービス、サンウエーブ工業（株）、旭トステム外装（株）、（株）LIXIL鈴木シャッター、（株）LIXILトーヨ―サッシ商

事、ジャパンホームシールド（株）、トステムマネジメントシステムズ（株）、LIXILエナジー（株）、（株）LIXILインフォメーションシステム

ズ、（株）JAXSON、（株）LIXIL物流、American Standard Asia Pacific、大連通世泰建材有限公司（中国）、驪住建材（蘇州）有限公

司（中国）、驪住衛生潔具（蘇州）有限公司（中国）、台湾驪住股份有限公司（台湾）、TOSTEM THAI Co., Ltd（タイ）、LIXIL INAX

VIETNAM Corporation（ベトナム）

新規統合会社の環境負荷データについて

The Permasteelisa Group（ぺルマスティリーザグループ）など新規統合会社のデータ開示については、統合以前のデータ収集状況

の分析及び、環境マネジメントシステム導入の準備期間を考慮し、3年後から年次のデータ開示を行っていきます。

対象期間

2012年度（2012年4月1日～2013年3月31日）　対象期間が異なる場合は、ページ、項目ごとに明記しています。

[エネルギー消費総量の算定方法]

・エネルギー消費量（調達）※1＝(原材料購入量)×（エネルギー換算係数※2）＋（部品・部材購入金額）×（エネルギー換算係数※3）

・エネルギー消費量（製造・販売）※4＝（電気・燃料使用量、取水量）×（エネルギー換算係数※5）

・エネルギー消費量（廃棄）＝（製品を廃棄するときの埋立て・焼却量）×（エネルギー換算係数※2）

・エネルギー消費量（輸送）＝（輸送重量）×（輸送距離）×（エネルギー換算係数※6）

※1 原材料エネルギー消費量には、鉱山等での採掘・選別と工場等での調合・精錬にて素材へ加工し、日本へ輸送するまでを含む

※2 （社）産業環境管理協会「カーボンフットプリントデータベースver.1」より算出した換算係数

※3 （社）日本建築学会「LCAデータベース（2005年産業連関表データ版）」

※4 製造・販売時のエネルギー消費量は製造・販売時の廃棄物処理量にエネルギー換算係数※2を乗じて算出したエネルギーを含む

※5 [電気・燃料]　省エネ法「エネルギー種別の単位発熱量」

※6 省エネ法（荷主に係る措置）における「改良トンキロ法の燃料使用原単位、単位発熱量」により算出した換算係数

[CO2排出量の算出に用いたCO2換算係数]

購入電力：（日本）0.378、（中国）0.764、（韓国）0.489、（タイ）0.567、（ベトナム）0.427、（インドネシア）0.653（kg-CO2/kWh）

天然ガス：2.108（kg-CO2/m3）、LPG：3.002（kg-CO2/kg）、灯油：2.492（kg-CO2/L）、重油：2.71（kg-CO2/L）

軽油：2.624（kg-CO2/L）、ガソリン： 2.322（kg-CO2/L）、購入蒸気：0.06（kg-CO2/MJ）

出典：事業者からの温室効果ガス排出量算定方法ガイドライン（環境省）

出典：GHG-emissions-from-purchased-electricity(Version-4_4_Aug-2012)
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製品のライフサイクルすべての段階で環境に与える影響を少なくするために、新製品に対して「製品環境アセスメント」を実施してい

ます。

「製品環境アセスメント」とは、「つくる・つかう・もどす」というモノづくりの視点に、「へらす・いかす・まもる」という暮らしの視点を組み

合わせて設定された「製品環境アセスメントチェックリスト」を用いて、商品開発の企画時に計画し、量産設計時に総合評価するもの

です。評価の過程では、製品のライフサイクルすべての段階において、環境にどのような影響を与えたのかを評価するLCA評価も

組み込み、環境負荷(LCCO2）を定量的に評価しています。

総合評価結果が各製品群ごとに定める基準を満たしたものを「エコ商品」と位置付け、カタログなどに「エコ訴求マーク」を表記し、そ

の特長である環境配慮ポイントを分かりやすく表現しています。

今後は、この「製品環境アセスメント」に、ライフサイクルにおけるエネルギー消費削減の評価指標も組み込み、民生部門や事業活

動におけるエネルギー消費量の削減に貢献していきます。

89



ブランド エコ訴求マーク 概要

商品エコラベル（表示例） HL設計、3R設計、PF設計といった、3つの環境

設計指針を定め、最も特長的な環境性能をラベ

ルに表示しています。

HL：高性能・長寿命

（High performance-Long life）

3R：資源をムダにしない

（Reduce・Reuse・Recycle）

PF：安全な原材料を選ぶ

（Pollutants Free）

エコ商品一覧（26KB）

（http://www.lixil.co.jp/corporate/csr

/environment/pdf

/ecoproducts_tostem.pdf）

商品エコラベル（表示例） 「つくる」、「つかう」、「もどす」の3つの環境設計

評価ポイントを定め、特長的な環境性能をラベル

に表示しています。

また、「CASBEE」(建築環境総合評価システム)

の評価に貢献可能であると判断した特長も表示

しています。

「CASBEE®」は、財団法人 建築環境・省エネル

ギー機構の登録商標です。LIXILは、使用許諾に

基づき使用しています。

エコ商品一覧（22KB）

（http://www.lixil.co.jp/corporate/csr

/environment/pdf/ecoproducts_toex.pdf）
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ブランド エコ訴求マーク 概要

公的基準適合マーク（表示例）

グリーン購入法

節湯型機器

自社基準適合マーク（表示例）

製品環境アセスメント評価基準を満たす商品に対

し、適合基準別（公的基準・自社基準）にマークを

表示しています。

エコ訴求マーク一覧（http://inax.lixil.co.jp/eco

/use/ecoproducts.html）

エコ商品一覧（http://inax.lixil.co.jp/eco

/products_data/equipment/）

CO2削減量表示マーク（表示例） LIXILの水回り商品をつかうことで、どれだけCO2が

削減できるのかを「暮らし、マイナスCO2」マークで

表示し、製品選びのポイントにしていただくことを提

案しています。

暮らし、マイナスCO2について

（http://inax.lixil.co.jp/eco/co2/）

空間別事例（http://inax.lixil.co.jp/eco/co2

/room/）
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窓や玄関ドア、水回りを最新機種にすることで、光熱費やCO2

の削減量を簡単にシミュレーションできるWebアプリ「住まいの

省エネ・節水シミュレーター」を公開しました。ホームページで公

開することで、すべてのお客さまにご利用いただけるとともに、

タブレット端末を用いてショールームでの接客や営業提案にも

活用しています。

新しいサービス「住まい方のソリューション」の開始

快適性評価指標のひとつであるPMV※1を活用し、建築予定の設計図面、立地条件などの情報をもとに、夏を省エネで快適に過ご

すための最適な窓サイズ・種類・配置を提案する新しいサービス「通風・創風※2 設計サポート」を、全国のビルダー様向けにスター

トしました。自然の恵み「風」を活かしてエネルギーを節約する、快適な住まい方をご提案しています。このサービスは省エネ効果や

画期的な取り組みが評価され、「第9回エコプロダクツ大賞」（主催：エコプロダクツ大賞推進協議会）において、最高賞のひとつであ

る「環境大臣賞」(エコサービス部門)を受賞しました。

　

「通風・創風設計サポート」についての詳細はこちら（http://tostem.lixil.co.jp/iedukuri/tsufu/）

※1 PMV（Predicted Mean Vote/予測温冷感申告）：空間内の快適性を評価する代表的な冷温感指標。温度環境に関する6要素

（空気温度、平均輻射温度、風速、相対湿度、着衣量、代謝量）の組み合わせで快適度（ＰＭＶ値）を求めることができます。

※2 創風：風が無いときでも外の空気を室内に取り込み、温度差換気により自然の力で空気の流れを創る手法の造語

省エネ・節水シミュレーションツールの充実

「住まいの省エネ・節水シミュレーター」はこちら（http://sv1.lixil.co.jp/eco_simulation/）
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工場の遊休地を利用し、主要自治体（熊本県玉名郡長洲町、茨

城県坂東市）と連携した太陽光発電施設を、有明工場と岩井工

場内に建設しました。それぞれ500kWの大型パワーコンディショ

ナを導入し、国内最大級となる3.75MWを発電しています。発電

した電気は2013年3月より電力会社に売電する全量買取の運

転としています。また、2014年度春の稼動を目指し、国内最大

級となる6.35MWの太陽光発電施設を福島県須賀川市にある須

賀川工場において建設を開始しています。

窯業生産の技術革新に向けて、窯業炉の廃熱を利用し発電す

る「廃熱活用発電システム」の検証を推進しています。窯業製

造プロセスから排出される未利用熱を電気に変える熱電変換デ

バイスにより、CO2排出量の削減やエネルギーの効率活用を目

指すもので、2011年7月より環境省委託業務「チャレンジ25地域

づくり事業」の実証事業として、タイル生産の主要工場である伊

賀上野工場で開始し、2014年3月までの約3年間で検証を行っ

ています。

日々の事業活動において、低炭素・資源循環・自然共生につながる運営を行います。CO2排出量の削減をはじめ、調達から製造、

廃棄に至るまでのあらゆるプロセスでの改善に全社的に取り組んでいます。

工場における太陽光発電システム

「太陽光発電システム」についてのニュースリリースはこちら（http://newsrelease.lixil.co.jp/news/2013

/070_company_0204_01.html）

工場設備のエネルギー効率の向上

主要生産工場では、天然ガスを利用した「コジェネレーションシステム」を導入し、排熱利用や冷水利用に役立てるなど、全体の

CO2排出量を大幅に削減するための大型設備の導入を行っています。

廃熱活用発電システムの検証

エネルギー削減システムの導入

中国の大連工場では、大型集中集塵機に定時運転システムを導入し、空運転を削減しています。電力量削減とともに、CO2排出量

を削減（30t/年）しています。
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▲ショールームのLED照明 ▲スーパービバホームの太陽光パネルと風力発電

2011年度に引き続き、節電対策を重点的に行いました。全事業

所に、冷房28℃設定（一部ショールームなどは対象外）や照明

50％間引き、工場などでは夜間シフトへの切り替えや自家発電

機の導入など、徹底した節電活動を実施しました。また、「2012

夏 LIXIL節電アクション」と題してお客さま向けの「クールサマー

キャンペーン」と連携し、社内での節電活動の推進と節電商品

の訴求を行いました。さらに、毎年5月頃から「LIXIL緑のカーテ

ンプロジェクト」として全国の事業所に緑のカーテンづくりを呼び

かけています。LIXILグループとして、2011年度は20拠点以上

が、2012年度は57拠点が参加し、社内コンテストも実施してい

ます。

▲筑波工場　給水用非常用発電機

環境配慮の店舗・ショールームづくり

新設のショールームを中心に、全窓ペアガラス仕様や最新型節水トイレや高効率空調、太陽光パネル（屋外・屋上）を設置、また、

ベース・スポットのLED化や、トイレなどの照明に人感センサーを導入しています。また、スーパービバホームでも環境に配慮したエ

コストアを展開しています。ミスト空調システム、無水小便器、超節水トイレ、電気に頼らないガス式空調機、電力のデマンド監視装

置の採用をはじめ、太陽光パネルや風力発電、LED照明を採用するなど、さらに環境に配慮した店舗づくりを行っています。

「環境配慮型ショールーム」についてのニュースリリースはこちら（http://newsrelease.lixil.co.jp/news/2013

/090_showroom_0321_01.html）

「スーパービバホーム　エコストア」についてのニュースリリースはこちら（http://www.vivahome.co.jp/news/itami/）

2012年度の夏の節電対策

▲大谷工場（左）と東京エクステリアショールーム（右）の緑のカーテン（2012年度 社内コンテスト大賞）
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LIXILグループの事業で最もエネルギーを消費しているのは、

サッシなどに使用するアルミ部材の製造工程です。エネルギー

消費量の削減は徹底して進めていますが、リサイクルによる資

源循環によって、原材料の調達に伴うエネルギー消費量の削

減にも取り組んでいます。LIXILでは、住宅の解体などに伴って

排出される廃サッシをはじめとしたリサイクルアルミ材を積極的

に原料として活用し、さらにアルミスクラップ材を迅速に、精度よ

く合金種別に選別することにより、リサイクルの促進を目指して

います。この高度選別技術の実用化に向けて、LIXILは独立行

政法人新エネルギー・産業技術総合開発機構（NEDO）の省エ

ネルギー革新技術開発事業として、産学協同による共同開発

に参画しました。パイロット・プラントでの試験・評価を行い、実

用化に向けて準備を進めると同時に、アルミニウムの資源循環

の技術革新を実現し、さらなる環境負荷低減を目指していま

す。

▲産学協同による共同開発のパイロットプラント

生産工程で発生する産業廃棄物については3Rを基本とする分別回収を徹底しています。再資源化の推進や、開発部門が主体と

なった、製造段階での廃棄物の削減に取り組んでいます。今後は、原材料の調達や製品の廃棄段階において、グローバルな規模

での資源循環を追求していきます。

廃棄物リサイクル量と埋立量

 2011年度 2012年度

リサイクル 102,611t 88,985t

埋立 44,132t 50,184t

合計 146,742t 139,169t

廃棄物リサイクル率

 2011年度 2012年度

削減量(前年比) 3,114t（2.2％増） 7,573t（5.2％減）

リサイクル率※ 81.0％

（LIXIL国内工場のみ：98.8％）

77.3％

（LIXIL国内工場のみ：98.9％）

※リサイクル率は、廃棄物等排出量のうち、有価物を含めた再資源化量の割合としています。

集計対象・範囲について（P87参照）

リサイクルアルミ材の活用
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LIXILでは省エネや節水につながるさまざまな住宅設備機器・建

材だけではなく、リビング建材も開発・販売しているため、木質

ボードなどの資源を大量に使用しています。 メーカーとしての重

要な責任として、森林生態系保全に配慮された木材資源の利

活用に取り組んでいます。これまでも、環境に配慮した木質材

料の技術研究を継続しており、そのひとつとして、タイの木質

ボードメーカーPanel Plus社との技術交流によるサトウキビの搾

りカス（バガス）を原料とした「バガスボード」の普及を進めてい

ます。

Panel Plus社は、タイ製糖大手MitrPhol Sugar Group（ミトポン

シュガーグループ）の一員で、約20年前からグループ企業から

廃出されるサトウキビの搾りカスを原料とした「バガスボード」を

製造販売しています。その高い技術力と、グループ企業と連携

した専門的な管理システムで、食品副産物の有効活用という環

境ビジネスモデルを構築しています。

LIXILグループは、このPanel Plus社の取り組みに賛同し、「バガ

スボード」を先進的な品質規格に適合する環境素材として完成

させることで、アジアから世界への普及を目指しています。新興

国では、都市化による住宅建設が進み、シックハウス症候群が

心配されています。この新しい「バガスボード」は、地球環境の

保全に寄与するだけでなく、人びとの健康で快適な住環境に必

要不可欠な環境配慮材料となることが期待されています。

代替材料の技術開発

「バガスボード」についてのニュースリリースはこちら（http://newsrelease.lixil.co.jp/news/2012/080_overseas_0315_01.html）

LIXILエコセンター

住宅リフォーム廃材を収集、再資源化する事業を、2007年の「エコセンター常滑」、2011年の「エコセンター茨城」に続き、このたび

宮城県仙台市でも事業を開始しました。愛知県・東京都・千葉県・神奈川県・茨城県下・宮城県仙台市近郊の住宅リフォーム店に

協力を働きかけながら、シャワートイレや水栓金具など住宅設備機器のみならず、窓サッシ・ドア・カーポートなどの再資源化を進め

ています。

LIXILエコセンター誕生の背景

近年、住宅の新築やリフォーム工事から発生する廃材をリサイクルする試みが進んでいます。しかし、廃棄された住宅設備機器類

はガラスや廃プラスチック、木くずなどが複合しており、分解や分別が難しいため、埋立て処分や熱エネルギーを回収するサーマル

リサイクルに回されることが多く、廃材を資源として再生するマテリアルリサイクルの取り組みは遅れていました。

この課題の解決に向け、住宅リフォーム廃材を有償で集め再資源化するための事業認可を、住宅設備メーカーで初めて取得しまし

た。

2007年5月「INAXエコセンター 常滑（現LIXILエコセンター常滑）」として産業廃棄物処理業を愛知県下でスタートさせました。さらに、

2011年1月には「LIXILエコセンター 茨城」、2012年12月には「LIXILエコセンター仙台」を開設し、循環型社会の構築に向けた取り組

みを加速させています。

LIXILエコセンターの役割

新築やリフォーム工事などで発生した使用済み製品などの廃材を有償で収集し、「LIXILエコセンター」へ運搬します。ここでは、水

回り製品や窓サッシなど住宅設備機器・建材メーカーとしての蓄積されたノウハウを活かし、集められたさまざまな廃材を経験豊富

な職人の手作業により、徹底的に手分解・手分別します。この手作業により、「LIXILエコセンター」は、サーマルリサイクルや埋め立

て処分ではなく、資源として再生するマテリアルリサイクル率90%以上を実現しています。
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LIXILエコセンターでの住宅リフォーム廃材の流れ
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LIXILエコセンターの沿革

2005年4月 リフォーム廃材リサイクルシステムの構築と事業化に向けた取り組みを開始

2006年5月 愛知県から「産業廃棄物収集運搬業積替え保管の許可」を取得

2006年6月 試験施設にて、リフォーム廃材リサイクル事業の実証試験を開始

2007年4月 試験施設から、旧常滑工場の一画へ場所移転

2007年5月 「INAXエコセンター 常滑（現LIXILエコセンター 常滑）」開設。社外リフォーム廃材収集を本格的に開始

2007年9月 愛知県循環型社会形成推進事業（先導的リサイクル関係施設整備事業）に採択

2008年2月 廃プラスチック類の破砕施設を導入

2008年3月 住宅リフォーム廃材リサイクル事業が「エコタウン事業」に認定

2008年7月 愛知県から「廃棄物処分業」の許可を取得

2011年1月 「LIXILエコセンター 茨城」開設

2011年6月 茨城県から「廃棄物処分業」の認可を取得。「INAXエコセンター茨城」開業

2012年4月 「INAXエコセンター」から「LIXILエコセンター」へ名称変更

2012年12月 「LIXILエコセンター仙台」開設。宮城県仙台市から「廃棄物処分業」の許可を取得。宮城県から「廃棄物処分運

搬業」の許可を取得

2013年1月 「LIXILエコセンター仙台」開業
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工場周辺の土壌への影響や、排水による河川などへの影響については、「土壌汚染対策法」などの環境法令に基づいた管理・調

査を徹底して行っています。2012年度は、法令違反は0件でした。

土壌汚染防止

LIXIL統合前の旧各社より継続して「土壌汚染対策法」に基づく自主的な管理を徹底して行っています。土壌汚染対策法の改正に

伴い、3,000㎡以上の土地の造成を伴う改築や新築を実施する事業所において法対応を実施し、その結果2012年度は土壌汚染は

0件でした。

水使用削減と水質保全

工場では、アルミ製品の表面処理などに大量の水を使用しています。水の使用量を削減するために、工場ごとの水使用状況（取水

量、工程別の使用量、水循環システムの導入状況）の詳細調査を行い、水循環システムの構築や節水対策などにより、水使用の

効率化を推進しています。また、排水管理を徹底し自然環境へ与える影響を最小限にする取り組みも進めています。

生産活動での水使用量

取水 2011年度 2012年度

上水 1,125千㎥ 1,103千㎥

工業用水 8,796千㎥ 8,589千㎥

地下水 5,932千㎥ 5,657千㎥

エネルギー消費量（千GJ） 20.8千GJ 20.4千GJ

エネルギー消費量前年比（千GJ） ― -0.5千GJ（2.3％減）

※営業、店舗除く

集計対象・範囲について（P87参照）
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主要水系一覧

 地域 主要水系

国内 北海道 石狩川

東北 最上川

阿武隈川

関東 利根川

鶴見川

荒川

中部 木曽川・矢作川

小矢部川・庄川

近畿 淀川・大和川

雲出川

中国 吉井川

九州 越後川

海外 中国 華北 碧流川

海河

華中 長江

太湖

ワイ河

華南 珠江

ベトナム 紅河

ハン川

メコン川

タイ チャオプラヤー川
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LIXILグループは、CSRにおける「重点テーマ」「具体的活動」を盛り込んだ「CSR方針」を定め、持続可能社会の発展に資する活動

を推進しています。 そして、この「重点テーマ」に「迅速・透明な情報開示や社会貢献ストーリーの相互理解」を、「具体的活動」に

「株主・投資家からの長期的な信頼を獲得し、社会とともに成長し続けるために、迅速で透明性が高い情報開示や、社会貢献に向

けた道筋と役割の相互理解を推進します。」を掲げています。

LIXILグループは、社会課題の解決に本業を通じて貢献することが、私たちの最も重要な社会的責任であると考えています。そして

社会課題の解決にはステークホルダーとの対話や協働が非常に重要であると認識しています。

グループ全体として、適切・適正な方法で社内外に開示・報告し、ダイアログを重ねていくことで、ステークホルダーとの永続的な関

係を構築し、CSR活動の前進につなげていきます。

2013年については、情報開示としてはWEBのみで冊子の発行は行っていません。冊子としては機関投資家向けのアニュアルレ

ポートにてCSR活動報告ページを設け、財務報告と非財務報告の統合を行っています。また、広くステークホルダーに向けた情報

発信ができるよう、当ホームページでの情報開示をマザーツールとし、情報開示を充実させるとともに、年度ごとの更新だけではな

く必要に応じて最新情報を公開していきます。

アニュアルレポート2013（http://www.lixil-group.co.jp/ir/ar2013/index.html）

「LIXIL CSR経営」サイトの構成・報告対象範囲について

CSRの取り組みは、LIXILグループ全体での活動を基本としています。サイト設計にあたっても、重視するステークホルダーごとに

LIXILグループ及び株式会社LIXILをはじめとする各事業会社が取り組むCSR活動について報告しています。

LIXILグループ全体の企業統治にかかわる情報や活動の大きなトピックスについては、株式会社LIXILグループのホームページで

掲載しています。

株式会社LIXILグループ CSR・環境活動（http://www.lixil-group.co.jp/sustainability/）

LIXILをはじめとする各事業会社のホームページでは、具体的な活動内容を中心に報告・掲載しています。

当ホームページでは、LIXILグループ全体の活動と、LIXILでの活動を中心に、「お客さまのために」「取引先様とともに」「地域コミュ

ニティとともに」「従業員とともに」「環境活動」の項目ごとに活動内容を報告しています。

活動トピックスや最新情報については、適宜更新していきます。

対象組織

株式会社LIXILグループ及び株式会社LIXILをはじめとする連結会社の活動。

対象範囲が限定される項目については、注記などで記載しています。

報告期間

2012年4月1日から2013年3月31日の2012年度の情報を、2013年8月12日付けで更新公開しています。次年度の報告は2014年8

月を予定しています。

報告期間中（2012年4月から2013年3月末）の主な組織変更

持株会社住生活グループが、2012年7月1日　株式会社LIXILグループに社名変更しています。

また、2011年12月ペルマスティリーザグループが、株式会社LIXILの子会社として、グループ入りしました。財務情報は統合しました

が、地球環境負荷データはじめ非財務情報については、2012年度報告には含まれていません。

参照とするガイドライン等

GRIサステナビリティ・レポーティング・ガイドライン第3.1版 対照表（242KB）（http://www.lixil.co.jp/corporate/csr/editorial

/pdf/GRI_reference2013.pdf）
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LIXILグループのCSR経営・CSR活動について、皆さまのご意見・ご感想をお聞かせくださ

い。今後の企業活動及び、情報開示の参考にさせていただきます。

CSR報告公開内容に関するお問い合わせ

株式会社LIXILグループ　コーポレートコミュニケーション部（グループ広報室）　E-Mail：pr_hd@lixil.co.jp

LIXILグループ お問い合わせフォームはこちら（https://www.lixil-group.co.jp/scripts/site_inquire/register.asp）

質問欄に、「CSR報告への問い合わせ」とご記載ください。

当ホームページでは公開内容について、アンケートも実施しております。
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